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はじめに
平成１５年６月第１５６国会で、「地方自治法の一部を改正する法律案 (地方自治法第２４４条
の改正 )」、すなわち、「指定管理者制度」の創設に関して、衆議院および参議院におい
て、種々の観点より慎重に審議され、この法律が、平成１５年６月１３日公布、同年９月２
日から施行されたことは周知のとおりである。
この度の法律改正では、従来、公共性の観点より、地方自治法により自治体や公共的
団体等に限られていた「公の施設」の運営管理 (管理委託制度 ) に、「指定管理者制度」
が設けられることになった。この法改正によって、施行日から３年以内 (平成１８年９月
１日まで )に、現在、管理委託を行っている自治体のすべての「公の施設」について、
「指定管理者制度」に移行することになるという、「公の施設の管理運営」に関する「指
定管理者制度」が導入されたのである。
これまでの「公の施設の管理運営」については、自治体が直接に管理運営する以外の
方法として、公共団体 (土地改良区など )、公共的団体 (社会福祉協議会や社会福祉
法人など )、および平成 3年の地方自治法の改正により導入された、自治体が２分の
１以上を出資して設立された自治体の出資法人 (第 3セクター等のいわゆる外郭団体な
ど )に限定されていたのである。
平成１５年６月の地方自治法の改正により、個人を除いた、営利法人やNPO法人 ( 特定
非営利活動法人 )、あるいは地域団体等の任意団体を含む民間事業者に、「公の施設の管
理運営」を任せることが可能となり、各自治体では、一層、「公の施設の管理運営」が柔
軟に行えることになったわけである。
近年、自治体の行財政改革においては、企業経営手法を大幅に導入するという「ＮＰＭ」
(ニュー・パブリック・マネジメント )に対する関心が高まると同時に、「官から民へ」
という「公共と民間の役割の再構築」(公共部門のスリム化 )の流れが加速される中で、
新しいタイプの公共と民間との連携である「公民連携」「公民協働」(ＰＰＰ：Ｐｕｂｌｉｃ 
Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ)方式が注目されている。「ＰＦＩ」(Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ：
民間企業のリスク負担による公共事業の推進手法 )や「ＮＰＯ」(Ｎｏｎｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ：
非営利組織 )によって、地域公共財サービスの提供が一段と展開される傾向にある。
この法律改正は、これらの新たな潮流を踏まえてなされたものである、といっても過
言ではない。 
一方、「指定管理者制度の導入によって、住民の福祉を増進させることができるのか、
公共性の重要な構成要素である公正さや平等性を守れるのか」という批判的な指摘があ
る。
その意味では、まさに、自治体の行財政運営のあり方が厳しく問われ、自治体の存在
意義そのものが問われているといえば、誇張すぎるであろうか。
本稿は、指定管理者制度が導入され、３年間の制度導入移行措置の期限とされている
期間の約１年半が経過した現状において、制度導入における今後の課題と展望について、
次の観点より論述する。
１　「指定管理者制度」導入の経緯
２　自治体の事務事業の外部委託状況調査
３　制度導入に対する主要官庁の動向
４　自治体における制度の導入状況調査
５　主要自治体の動向
６　民間事業者の動向
７　課題と展望
なお、『指定管理者制度』について、解説詳解された文献は、現在、数冊上梓されてい
る。これらの解説書の中では、筆者の編著による『指定管理者制度』(学陽書房、平成
17 年 2 月 ) が、自治体の行財政運営の観点より、体系的に整理された書として好評を博
している。是非、参考にされたい。
Ⅰ　「指定管理者制度」導入の経緯
１　地方自治法の改正の背景
近年の地方自治法の改正の背景については、次の二つの大きな流れによるといえ
る。
すなわち、第一の観点は、「国から自治体に対する権限委譲」に代表される地方分
権の推進の流れである。第二の観点は、「規制緩和により公共事業などに対して民
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間事業者の参入を促すことなどによる民間活力の活用」という流れからの法改正と
いう、二つの大きな流れに代表されるといえる。
２　地方自治法第２４４条に係る法改正の変遷
近年、地方自治法は、漸次、法改正されてきた。
地方自治法第２４４条の規定に関する部分における法律改正の流れについてみると、
地方自治法は、①昭和３８(１９６３) 年の法改正、②平成３ (１９９１) 年の法改正、③平成
１５(２００３) 年の法改正と、大きく三度法改正されてきた (表１-１ )。
とりわけ、平成１５年の法律改正の主たる背景と経緯については、大要、次のよう
な観点があげられる。
第一に、「官から民へ」の行財政運営の構造改革および規制緩和の観点である。
第二に、「住民サービスの向上と経費削減」の観点である。
第三に、「自治体出資法人の経営健全化と整理・統廃合」の観点である。
なお、平成１５年の第２４４条の法律改正の条文については、本稿では紙幅の関係上、
省略する。地方自治法の改正条文を参照されたい。
３　法改正の経緯とその認識
このように、行政サービスの民営化推進の流れの中で、行財政運営の構造改革お
よび規制緩和の観点より、従来では、自治体の出資法人で、２分の１以上の出資法
人、あるいは社会福祉法人、農協などの公共法人にしか認められていなかった「公
の施設」の管理運営について、この規制を緩和し、民間企業やＮＰＯ法人などの法人
にも門戸を開放し、これらの法人についても「指定管理者」として「公の施設」の
管理運営ができることとされた。
 地方自治法の改正により、「指定管理者」として、「公の施設」の管理運営を行う
ことが可能となった民間企業やＮＰＯ法人などが出現したことにより、これまで「公
の施設」を独占的に管理運営してきた自治体の出資法人とは、当然のことながら競
合することになる。 
その意味では、自治体からの財政的支援や人的支援などは、当然の支援であると
されてきた自治体の出資法人の経営の健全化を促すことにも繋がるものである。 
したがって、自治体の行財政運営において、「公の施設」の管理運営については、
今後は、「直営方式を選択するにせよ」、あるいは「指定管理者制度を選択するにせ
よ」、このうちのどちらの方法を選択するにしても、自治体の「公の施設」の管理運
営が、施設の用途や機能などに応じて、従来に比べて、一層柔軟に管理運営ができ
ることになったことを踏まえて、今後の公の施設の管理運営について、あるべき方
向を議論することが重要であるという視点を再確認すべきである。
この点に関しては、各施設の管理運営に対する自治体の自由裁量度が増したこと
は朗報であると解すべきである。また同時に、「公の施設」の管理運営において、よ
りよいサービスの提供のあり方、また自治体の支援措置、支援方法、そのあり方な
どについて、その対応措置に対する自治体の説明責任、また事業評価や行政評価な
どが厳しく問われることになるということを強く認識すべきである。
巷間、この指定管理者制度の導入は、「自治体の管理責任の後退」「管理責任の放
棄」につながる、と批判する向きもある。ただし、自治体の管理責任の観点からい
えば、「指定管理者の指定に際し、その指定管理者を選択した自治体の説明責任が問
われる」ことを免れられるわけではない。と同時に、仮に、「指定管理者が条例違反
や契約 (協定 ) 違反などの不適切な対応をした」場合などについて、それらの行為
に対しては、「自治体の監督責任や指導責任」などが生ずることは当然のことである。
いずれにしても、「自治体の監督責任や指導責任を免れるような無責任な事態に
終始する」ことがあるとすれば、当然のことながら、議会や市民等から、厳しくそ
の責任を問われることになる事態があることを強く認識する必要がある。
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表１－１　公の施設に係る地方自治法改正の経緯とそれぞれの内容
出所『指定者制度の実態と課題』（財団法人地方自治研究機構、平成１７年３月）１７頁
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Ⅱ　自治体の事務事業の外部委託状況調査
１　自治体の事務の外部委託状況
 総務省では、行政運営の効率化、住民サービスの向上を図るため、全国の自治体
に対し、民間委託等の実施が適当な事務事業については、地域の実情に応じ、積極
的かつ計画的に民間委託等を推進するよう要請している。
このような観点より、総務省は、平成１６年３月２５日、「地方公共団体における事務
の外部委託の実施状況調査の結果等を踏まえた民間委託等の推進の観点からの事務
事業の総合的点検について」と題する「通知」を、全国の自治体に発出している。
この通知には、別添資料として、「市町村における事務の外部委託の実施状況」「都
道府県・政令指定都市における事務の外部委託の状況」などの調査結果が添付され
ている。本稿では、このうち、指定管理者制度に関係の深い「施設の管理運営事務
に係る調査」の結果の概要について、紹介する。詳細については、総務省ホームペー
ジを参照されたい。
２　調査期日・対象団体・調査項目
 平成１５年４月１日現在における全国の市区町村 (３，２１３団体 )について、１６の一般
事業と１７の施設の運営事務について、外部委託(一部委託を含む)の実施状況につい
て調査された。調査結果については、政令指定都市、中核市、特例市、人口１０万人
以上の市など、市区町村を７の団体区分に分けて集計されている。
調査結果の概要は、次のとおりである。
３　調査結果の概要
　施設の運営事務の委託実施施設比率
表２-１は、一般事務および施設の運営事務の委託実施の状況比率を示したもの
である。
とりわけ、前回の調査対象であった施設の運営事務である１７事務を比較すると、
いずれの場合も、この５年間で委託実施団体 (または委託実施施設 )の比率は上
昇している。
 これらの施設の中で、委託比率が８０%を超える高い委託比率を示している施設
をあげると、「下水終末処理施設」９２%、「都市公園」９１%、「病院」９０%、「コミュ
ニティセンター」９０%、「温泉健康センター」８８%、「市 ( 区・町・村 ) 民会館・公
会堂」８８%の順に高い委託比率を示している。一方、委託比率の低い施設をみる
と、「保育所」６０%、「診療所」６３%などである。
なお、「ごみ処理施設」「下水終末処理施設」「公民館」「都市公園」「病院」「診
療所」「駐車場・駐輪場」については、前回の調査に比較して、１０%を超える高い
ポイントの上昇率を示している (表２-２ )。また、「陸上競技場」「コミュニティ
センター」についても、１０%の高いポイントの上昇率を示している。
これらの委託状況について、団体区分別にみると、総じて、人口の多い団体規
模の大きな団体区分の委託実施団体(または委託実施施設)については、委託比率
は高い傾向にある。それに対して、人口規模の小さな町村では、委託比率は低い
傾向にある (表２-１参照 )。
　施設の運営事務の委託先
図２-１は、施設の運営事務の委託先について示したものである。
これらの施設の中で、「民間企業」に多く委託されている施設をみると、「ごみ
処理施設」「下水終末処理施設」「図書館」「保育所」などは、６０%を超える高い比
率となっている。  
他方、「温泉健康センター」「陸上競技場」「プール」「公園」「駐車場・駐輪場」
などは、「地方公社」が比較的多い委託先とされている。これは、「施設管理公社」
などと呼ばれる法人が委託先となっている例であると考えられる。ただし、これ
らの法人は、総務省における従来から調査されている『地方公社の調べ』によれ
ば、「財団法人・社団法人」に区分されるものが相当数含まれると推定されるが、
この調査結果では詳細は不明である。
　施設の運営事務における外部委託未実施の理由
表２-３は、施設の運営事務における外部委託未実施について、特に、「委託割合
の低い施設」について、その理由を示したものである。
「保育所」「養護老人ホーム」における外部委託未実施の第１位の理由としては、
「現在従事している職員の処遇等の対応が必要であるため」があげられている。
「診療所」の第１位の理由としては、「適切な受託者がいないまたはその選定が
困難と考えられるため」が、また、「公民館」の第１位の理由としては、「外部委
託の方が経費が割高であるため」があげられている。
　施設の運営事務における外部委託を実施した理由
表２-４は、施設の運営事務における外部委託を実施した理由について、特に、
「委託割合の高い施設」について、その理由を示したものである。
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「下水終末処理施設」における外部委託を実施した第１位の理由としては、「高
度、最新または専門的な知識、技能、設備等が必要であるが、内部的に確保でき
ないため」があげられている。
「都市公園」「病院」「コミュニティセンター」「温泉健康センター」「市 (区・
町・村 ) 民会館・公会堂」における外部委託を実施した第１位の理由としては、
いずれも、「外部委託により事務の効率化や経費節減が図れるため」があげられて
いる。
　施設の運営事務の外部委託化によるメリット
表２-５は、施設の運営事務における外部委託化のメリットについて、特に、「委
託割合の高い施設」について、その理由を示したものである。
「下水終末処理施設」「都市公園」「病院」「コミュニティセンター」「温泉健康
センター」「市 (区・町・村 ) 民会館・公会堂」における外部委託化のメリットに
ついて、第 1位の理由としてあげられているのは、いずれも、「人件費の節減等経
費の効率化」である。
一方、「委託割合の低い施設」についても、「保育所」「養護老人ホール」「児童
館」「公民館」については、上記の施設と同様に、いずれも、「人件費の節減等経
費の効率化」が第 1位の理由としてあげられている。
　今後外部委託を実施したい分野
表２-６は、施設の運営事務において、今後外部委託を実施したい分野について、
高い割合の順に示したものである。
　外部委託の主な事例
表２-７は、外部委託されている施設の運営事務について、主な事例を詳解した
ものである。
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（参考）（単位：％）表２－２　施設の運営事務における委託実施施設の比率
前回調査時
（１９９８年４月）
委託実施施設の比率
市区町村総計
市区町村総計
施設名
特別区町村その他の市人工１０万以上の市特例市中核市政令指定都市
うち
全部委託
実施施設
の比率
うち
全部委託
実施施設
の比率
うち
全部委託
実施施設
の比率
うち
全部委託
実施施設
の比率
うち
全部委託
実施施設
の比率
うち
全部委託
実施施設
の比率
うち
全部委託
実施施設
の比率
うち
全部委託
実施施設
の比率
うち
全部委託
実施施設
の比率
４５６２６７５４６９６２６７８４７２３７４９８６６６０保育所
２４６６１２８０１６５４２３６７２５８２４５８７４５７６８２９８３０７１児童館
２７６６１００１００２６６１２８７７３７８２３６８８４０１００４１８２２９７０養護老人ホーム
５７８４３８１００５５８５６２９５７６１００７８１００８４１００１００１００５８８８温泉健康センター
１４６０－－１９６６１５８５１０９５１０９３３９６６８８１７７４ごみ処理施設
２３７９－－３９９０３１９７２３９８２４９４１４９８１６９９３６９２下水終末処理施設
２１６７７３１００９６５３６９２５８９２４０８４５７８９９３１００２４７５体育館
２５６５４７９４１５６３４２８５４９９５５１８１６８１００８２１００３０７５陸上競技場
２８６６６６１００１５６３４３９０５９９５５６９６７３９５８４８９３４７６プール
１２６２４０１００１７６４１２７３９８１２８７４８８４１１００１４７３公民館
３７００８９３５７２８３５９１４８４０９５１７９６３７４図書館
１７７７１５９６１７８４３４９１２４９１６８６１６９０２６９６２２９１都市公園
２９８０５１８７３０８０５１９８６７９９４７９４５４９９６７９８４１８８市（区・町・村）民会館・公会堂
２７７－－３８４４９７５１０００１００９９７５１００４９０病院
１７４９５５９８１６５３１１７３２８８６３２９１１５８５４６９８１８６３診療所
３７６７６０７８１７４９３０８２５５９１５８９１５６８７８７９９４６７９駐車所・駐輪場
５６８０５９９６５２８５７１９５５０９５５２７５６２９９９６１００５９９０コミュニティセンター
（注１）委託実施施設の比率＝委託している施設数（運営事務の一部を委託している施設を含む）÷施設の総数×１００
　　　うち全部委託実施施設の比率＝運営事務のすべてを委託している施設数÷施設の総数×１００
（注２）該当する施設がない場合には、上表中「－」と表記している
（出所）総務省「調査」結果
表２－１　市区町村における一般事務の外部委託の状況（２００３年４月１日現在）
（参考）（単位：％）（単位：％）
前回調査時（１９９８年４月）
委託実施団体の比率
市区町村総計
市区町村総計
事務事業名
特別区町村その他の市
人工１０万人
以上の市特例市中核市
政令
指定
都市
８２１００８３９９１００１００１００１００８６本庁舎の清掃
６７７０６７８４８２８２７７８５７１本庁舎の夜間警備
１９９１８４２６０７６６９８５２０案内・受付業務
３３５２２２６５７２６３３９７５３３電話交換業務
１６５２２６３９４１３７１７２３２９公用車運転
７６３９７９７９７９７３６１７７７８し尿収集
７７７４８２８９９０９２１００７７８４一般ごみ収集
３７８３３８６３７４７２６９９２４４学校給食
１４１３１９２７２３２３１７８２０学校用務員事務
７５－７９９３９６９２９７１００８２水道メータ検針
５０１００６２７８９３９２９７１００６７道路維持補修・清掃等
８３１００９０９３９３１００９１１００９１ホー ムヘルパー派遣事業
９３９５９５９９１００１００１００１００９６在宅配食サービス
１００７９９０９４９７９７１００８２情報処理・庁内情報システム維持
７４４８４５５９６７６６９２４９ホー ムペー ジ作成・運営
１７３７３４３８２３２９３９３６給与計算事務
（注１） 委託実施団体の比率＝委託している団体数（事務の一部を委託している団体を含む）÷事務事業を行って
いる団体数×１００
（注２） 該当する事務がない場合には、上表中「－」と表記している
（出所） 総務省「調査」結果
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表２－３　外部委託未実施の理由
公民館児童館養護老人ホーム診療所保育所
委託割合の高い施設
理由　　　　　 委託率
７３％７１％７０％６３％６０％
（１２％⑤）２８％②４５％①（２３％④）４６％①現在の職員の処遇等の対応
２７％②３１％①３５％②２５％②２８％②業務に精通した職員による対応
（１７％④）２５％③２５％③３３％①２４％③適切な受託者の不在、選定困難
３２％①（２４％④）（１４％⑥）２５％②（１１％⑦）外部委託のほうが経費が割高
２０％③（１８％⑤）（１２％⑦）（１３％⑥）（１３％⑤）体制の縮小等による内部効率化
※ごみ処理施設（７４％）：２９％、図書館（７４％）：４１％、体育館（７５％）：
４１％、陸上競技施設（７５％）：３９％
（原典）総務省「調査」結果
（出所）三野靖『指定管理者制度』（公人社、２００５年２月）１２頁
表２－４　外部委託実施の理由
市民会館
公会堂
コミュニ
ティセン
ター
病院都市公園
下水道終
末処理施
設
委託割合の高い施設
理由　　　　　 委託率
８８％９０％９０％９１％９２％
５２％②２１％③６８％②３４％②８０％①
高度・最新・専門的
な知識・技能・設備
等の確保
７７％①７４％①８３％①８７％①６８％②事務の効率化、経費節減
３７％③３８％②２８％③２７％③３４％③緊急時、時間外、休日等の対応
（１７％④）（９％④）（２０％④）（１０％⑤）（７％④）民間的な経営感覚を活かしたサー ビス提供
※温泉健康センタ （ー８８％）：６８％、駐車場・駐輪場（７９％）：８５％、
プール（７６％）：７５％、体育館（７５％）：８１％
（原典）総務省「調査」結果
（出所）三野靖『指定管理者制度』（公人社、２００５年２月）１２頁
図２－１　施設の運営事務の委託先〈市区町村総計〉（２００３年４月１日現在）
０％ １０％ ２０％ ３０％ ４０％ ５０％ ６０％ ７０％ ８０％ ９０％ １００％
（出所）総務省「調査」結果
－４４－
「指定管理者制度」の課題と展望
表２－７　外部委託の主な事例
事　　　　　例
団　体　名
〈２００２年３月３１日現在の
住民基本台帳人口〉
委　託　内　容
　１９９７年度末に廃園となった市立幼稚園を、保育園の待機児解消策として少子化対策臨時特例
交付金を活用して開設するにあたり、運営の方法（公設公営・公設民営、民設民営等）、運営主
体の選定方法等を検討し、公設民営方式により、株式会社に保育園の運営を委託した。
　この結果、保育所運営に関する経費について、公設公営の場合に比べ、年間で約９，０００万円の
削減効果が認められた
三鷹市（東京都）
＜１６５，６１５人＞保育所運営業務
　児童館３施設の運営について、ＮＰＯ法人に委託した。この結果、児童館運営に関する経費に
ついて、約２，６２２万円を削減効果が認められるとともに、土日開館等の休日開館を実施し、より
地域住民の要望に対応できる体制づくりを行うことができた
宿毛市（高知県）
＜２５，１５５人＞児童館運営業務
　９７年度に策定された市行政改革大綱のなかで、新社会福祉法人の積極的な活用が位置づけら
れたことを踏まえ、９９年に養護老人ホームが移転新築された後、施設の運営業務の委託につい
て検討を行い、２００１年度に社会福祉法人へ委託した。
　この結果、養護老人ホーム運営に関する経費（人件費）について、０１年度で、直営に比べて約
４，６２０万円の削減効果が認められた。また、外部委託により、養護老人ホームでの夜間や早朝の
勤務に対する問題が改善されるとともに、職員をホームヘルパーやその他の直営市営施設に振
り分けることにより、福祉サービスの充実を図ることができた
野田市（千葉県）
＜１２０，５６５人＞
養護老人ホーム運営
業務
表２－５　外部委託のメリット
公民館児童館養護老人ホーム診療所保育所
市民会館
公会堂
コミュニティ
センター病院都市公園
下水道終末
処理施設委託割合の高い施設
６９％①６３％①６３％①５０％②６２％①６９％①７４％①７７％①７７％①６２％①人件費の節減等経費の効率化
（３０％④）３９％②５５％②５４％①４３％②４３％③１６％④５２％②（２９％④）５３％②専門性等を活かしたサービスの実施
５２％②３６％③３１％③２９％③３８％③４６％②５２％②３１％③３１％③４３％③緊急時、時間外、休日等の対応
４２％③（３１％④）（２５％④）（１９％⑤）（３７％④）（３２％④）３２％③（２４％④）４３％②（２５％⑤）職員の負担軽減
（原典）総務省「調査」結果
（出所）三野靖『指定管理者制度』（公人社、２００５年２月）１３頁
表２－６　今後外部委託を実施したい分野〈市区町村総計〉（２００３年４月１日現在調査）
（（　）は単位：％）○施設の運営事務（（　）は単位：％）○一般事務
（１５．４）４９６保育所（２５．６）８２３学校給食
（１１．４）３６７公営住宅管理（１４．０）４４９公用車運転
（９．４）３０３体育館（１２．３）３９６本庁舎の夜間警備
（８．０）２５６公民館（１２．３）３９４一般ごみ収集
（７．３）２３５図書館（１２．０）３８７職員研修
（７．１）２２９公園（１１．９）３８１学校用務員事務
（６．５）２０９プール（１１．７）３７７工事設計・施工監理
（６．４）２０７ごみ処理施設（１１．１）３５８道路維持補修・清掃等
（６．３）２０４下水終末処理施設（１０．４）３３４本庁舎設備保守
（５．８）１８７児童館（１０．４）３３３車両管理
（５．８）１８６養護老人ホーム（８．９）２８７情報処理・庁内情報システム維持
（４．９）１５９市（区、町、村）民会館・公会堂（８．７）２７８ホームページ作成・運営
（４．０）１２９温泉健康センター（８．４）２６９水道メーター検針
（３．５）１１４コミュニティセンター（７．８）２５１本庁舎の清掃
（３．２）１０２陸上競技場（６．６）２１１ホームヘルパー派遣事業
（３．０）９６診療所（６．３）２０１計量器検査
（２．６）８２駐車場・駐輪場（５．９）１９１在宅配食サービス
（１．９）６１病院（５．８）１８５電話交換業務
（０．７）２３職員宿舎管理（５．１）１６５し尿収集
（５．１）１６４給与計算事務
（３４．０）１０８案内・受付業務
（２．７）８６債権管理
（出所）総務省「調査」結果
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Ⅲ　制度導入に対する主な関係省庁の基本的方針とその対応
１　行政サービスの民間委託 ( アウトソーシング ) に関する阻害要因と省庁の対応
内閣府では、平成１５年１０月に、自治体に対して、「行政サービスの民間委託 (アウ
トソーシング )に関する調査」を実施し、行政サービスの実施において、その阻害
要因となる事項について調査して、それらの阻害要因となる事項について、各省庁
の基本的な対応の方向、対応方針の在り方についての検討を指示している。
　０２年度から、下水道終末処理施設（市浄化センター）の休日および夜間の宿・日直業務を外
部委託した。この結果、人員削減を図ることができるとともに、下水道終末処理施設の運営に
関する経費について、年間約１，７００万円の削減効果が認められた
瑞浪市（岐阜県）
＜４１，４３０人＞
下水道終末処理施設
運営業務
　９９年に開館した総合体育館の室内温水プールの運営にあたっては、プール衛生管理や日赤水
上安全法救助員の資格等の専門的知識を有する者を配置しなければならず、勤務体制も含めて、
職員での対応がむずかしい状況であったため、オープンと同時に当該プールの運営を外部委託
した。
　この結果、プールの運営に関する経費について、年間約５９０万円の削減効果が見込まれる。ま
た、専門的職員の配置が不要となり、プール用レッスンプログラム（水中運動教室等）の運動
指導も行えるようになった
関市（岐阜県）
＜７４，８５２人＞プール運営業務
　区立図書館の基幹的業務を除く貸出・返却・書架整理・リクエスト等に関する業務について、
０３年度から１６館中５館を民間企業４社とＮＰＯ１団体に委託した。また、０４年度、０５年度に５館ず
つ、０６年度に１館を順次委託していく予定である。
　この結果、図書館の運営に関する経費について、委託館１館あたり約４，０００万円程度の削減効
果が見込まれており、土・日・月・祝日とも開館時間を１９時まで延長し、図書館利用の拡大を
図ることができた
大田区（東京都）
＜６４３，９９２人＞図書館運営業務
　００年に開館した図書館について、開館時から貸出業務及び蔵書管理業務等を専門業者に委託
した。この結果、図書館の運営に関する経費について、年間約６５０万円の削減効果が認められた
刈谷市（愛知県）
＜１３１，２７１人＞図書館運営業務
　都市公園およびその他広場等の簡易的な維持管理業務について、１９７９年度から外部委託を実
施した（現在、５２か所の都市公園等について、各公園愛護会等の４０団体に外部委託）。この結果、
都市公園等の簡易的な維持管理業務に関する経費について、年間３億４，１００万円の削減効果が
認められるとともに、市民からの苦情や要望等による公園施設の修繕や除草作業等、業者への
発注に伴う職員の事務処理に係る時間と労力の軽減が図ることができた
八代市（熊本県）
＜１０６，８０３人＞都市公園運営業務
　０３年度から、市民病院の患者用給食の調理業務の一部（朝食、昼食、日曜・祝祭日・年末年
始の夕食）について、競争入札を行い、外部委託を実施。
　この結果、病院の運営に関する経費について、年間約３，２２０万円の削減効果が認められた
岐阜市（岐阜県）
＜４０１，２６９人＞病院運営業務
　市民病院の経営の効率化を図るため、サービス維持も考慮しつつ検討した結果、市民病院の
給食調理業務について、０１年度から民間委託を実施した。なお、献立については職員である栄
養士が考え、調理を民間業者が行っている。この結果、病院の運営に関する経費について、年
間約２，０００万円の削減効果が認められた
水沢市（岩手県）
＜６０，３９１人＞病院運営業務
　地域コミュニティの活性化を推進することを目的に、これまで市が直接行ってきた地区公民
館など１２施設の管理運営を、各地区の連合町内会で組織される運営委員会に委託した。
　この結果、開館時間の延長などにより地域にとって利用しやすい体制を整えることができる
ようになるとともに、各施設の利用料金については条例により受託者である各運営委員会の収
入となるため、その収入を各運営委員会の地域活動の財源として活用できるようになった。
滝川市（北海道）
＜４６，７１１人＞
コミュニティ施設運
営業務
　０２年１０月から市民から要望の多かった土曜日の市政窓口の開設を実施するにあたり、市が出
資する第三セクター「㈱まちづくり三鷹」に窓口業務の一部を委託し、同時に、市で雇用して
いる市政嘱託員を同社の社員に身分変更するとともに、同社に平日の業務も委託した。
　この結果、窓口業務に関する経費について、年間約６３０万円の削減効果が認められた
三鷹市（東京都）
＜１６５，６１５人＞窓口業務
　「池田市公益活動促進に関する条例」が０１年度に施行されることを踏まえて、ＮＰＯとの共同事
業として位置づけ、児童文化センター１施設の運営業務を０１年度にＮＰＯに委託した。
　この結果、２０の新規事業をはじめとする斬新な事業展開により、入館者が１７．５％の増加をみ
ている一方、施設の運営経費は約３分の２に縮減した
池田市（大阪府）
＜９９，７７９人＞
児童文化センター運
営業務
　美術館の受付業務を、０３年４月１日より外部委託し、この結果、経費削減効果が認められると
ともに、常に専門の担当者が受付カウンターで対応することによる接客サービスの質の向上、
人員管理等事務の減少が図られた
川越市（埼玉県）
＜３２５，３７３人＞美術館運営業務
　９５年１月の開館以来、市直営で運営してきた吉野作造記念館について、入館者が減少してき
たことから、施設の有効活用を図るため、０２年度から施設の運営をＮＰＯ法人に委託した。
　この結果、記念館の年間入館者が委託前（０１年度）４，６３８人から委託後（０２年度）５，４９９人と
８６１人増加するなど、記念館の有効活用が図られるとともに、記念館へ配置していた市職員４人
を他部署へ回すことで、人件費の削減が図られた。なお、入館料および使用料については、「利
用料金制」を採用し、受託団体の収入とすることにより、受託団体の事業展開におけるインセ
ンティブがはたらくように体制を整備した
古川市（宮城県）
＜７２，６１１人＞記念館運営業務
（出所）総務省「調査」結果より作成
 この「行政サービスの民間委託 (アウトソーシング )に関する調査」において明
らかにされた、行政サービスの項目ごとの調査結果を踏まえて、「行政サービスの民
間委託 (アウトソーシング )に関する阻害要因と省庁の対応」(平成１５年１１月２５日 )
として、「行政サービスの概要」「制度阻害要因の内容」「関係条文等」「回答団体」
について、それぞれの関係省庁の基本的な対応措置について、「関係省庁」「対応の
方向」として、とりまとめられている (表３-１ )。
この「行政サービスの民間委託 (アウトソーシング )に関する阻害要因と省庁の
対応」について、その詳細は、本稿では紙幅の関係上、省略する。経済財政諮問会
議のホームページを参照されたい。
２　経済財政諮問会議における基本的対応
政府の「経済財政諮問会議」では、構造改革、規制緩和など、わが国が直面して
いる諸課題に対し、大所高所の大局的な観点より種々審議がされてきた。
この地方自治法の改正が意図している自治体の提供する行政サービスの民間開放
に対する基本的な考え方について、内閣府では、平成１５年１１月２６日に作成した「行
政サービスの民間開放等に係る論点について」と題する見解を、「第２５回 経済財政諮
問会議」(平成１５年１１月２６日 )に提出して、議論検討されてきた。
３　法改正に伴う総務省の基本的な対応―総務省自治行政局長の「通知」―
地方自治法の改正に伴い、全国の自治体が法改正を理解され、速やかに滞りなく、
新制度へ移行が図れるように、総務省では、平成１５年７月１７日、各都道府県知事に
対し「通知」を行っている。重要な「通知」であるので、全文を紹介する。
総　行　行　第８７号
 平成１５年７月１７日
各都道府県知事  殿
 総務省自治行政局長
地方自治法の一部を改正する法律の公布について (通知 )( 抄 )
 
 地方自治法の一部を改正する法律 (平成１５年法律第８１号。以下「改正法」という。)
は、平成１５年６月６日に成立し、同月１３に公布されました。
 今回の地方自治法の一部改正は、地方公共団体の内部組織に関する規定を見直すとと
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もに、公の施設の管理について指定管理者制度を導入し、その適性かつ効率的な運営を
図ることを目的としたものです。
 指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に改正前の地方自治法 (以下「旧
法」という。)第２４４条の２第３項の規定に基づき管理の委託を行っている公の施設につ
いては、この法律の施行後 3年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改正する必要
があり、その際、公の施設の管理状況全般について点検し、指定管理者制度を積極的に
活用されるようお願いします。
 また、指定管理者制度と地方独立行政法人制度との関係等については、「地方独立行
政法人法及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の公布に
ついて (通知 )」( 平成１５年７月１７日付け総行行第８６号、総行公第３９号、総財公第６１号、
総財務第７１号、１５文科高第２７５号総務省自治行政局長・総務省自治財政局長・文部科学省
高等教育局長通知 )を参照してください。
 貴職におかれましては、下記事項に留意の上、地方公共団体の内部組織に関する規定
及び公の施設の指定管理者制度の適正な運用に十分配慮されるとともに、貴都道府県内
の市町村に対してもこの旨周知願います。
 なお、施行に当たって留意すべき事項については、政令、省令等と併せ後日お示しし
ます。
記
第１　省略
第２　公の施設の管理に関する事項
今般の改正は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公
の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経
費の節減等を図ることを目的とするものであり、下記の点に留意の上、公の施設の
適正な管理に努められたいこと。
１　指定管理者に関する事項
　今般の改正により導入される指定管理者制度は、地方公共団体が指定する法人
その他の団体に公の施設の管理を行わせようとする制度であり、その対象は民間
事業者等が幅広く含まれるものであること。(第２４４条の２第３項関係 )
　地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、指定管理者に使用許可を行
わせることができるものであるが、使用料の強制徴収(第２３１条の３)、不服申し立
てに対する決定 ' 第２４４条の４ )、行政財産の目的外使用許可 (第２３８条の４第４項
)等法令により地方公共団体の長のみが行うことができる権限については、これら
を指定管理者に行わせることはできないものであること。(第２４４条の２第３項関
係 )
　指定に当たって議決すべき事項は、指定管理者に管理を行わせようとする公の
施設の名称、指定管理者となる団体の名称、指定の期間等であること。(第２４４条
の２第６項関係 )
２　条例で規定すべき事項
　指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他
必要な事項は条例で定めることとされており、その具体的な内容は以下のとおり
であること。(第２４４条の２第４項関係 )
① 　「指定の手続」としては、申請の方法や選定基準等を定めるものであること。
なお、指定の申請に当たっては、複数の申請者に事業計画書を提出させること
とし、選定する際の基準としては例えば次のような事項を定めておく方法が望
ましいものであること。
ア　住民の平等利用が確保されること。
イ　事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮
減が図られるものであること。
ウ　 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有していること。
②　 「管理の基準」としては、住民が当該公の施設を利用するに当たっての基本
的な条件 (休館日、開館時間、使用制限の要件等 )のほか、管理を通じて取得
した個人に関する情報の取扱いなど当該公の施設の適正な管理の観点から必要
不可欠である業務運営の基本事項を定めるものであること。
③ 　「業務の範囲」としては、指定管理者が行う管理の業務について、その具体
的範囲を規定するものであり、使用の許可まで含めるかどうかを含め、施設の
維持管理等の範囲を各施設の目的や態様等に応じて設定するものであること。
　旧法第２４４条の２第４項及び第５項と同様、指定管理者制度Ⅱおいても、利用料
金を当該指定管理者の収入として収受させることができることとし、当該利用料
金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例で定めるところにより、
設定管理者が定めるものとしていること。(第２４４条の２第８項及び第９項関係 )
　指定管理者に支出する委託費の額等、細目的事項については、地方公共団体と
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指定管理者の間の協議により定めることとし、別途両者の間で協定等を締結する
ことが適当であること。
３　適正な管理の確保等に関する事項
　「事業報告書」においては、管理業務の実施状況や利用状況、料金収入の実績や
管理経費等の収支状況等、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な
事項が記載されるものであること。(第２４４条の２第７項関係 ) 
　清掃、警備といった個々の具体的業務を指定管理者から第三者へ委託すること
は差し支えないが、法律の規定に基づいて指定管理者を指定することとした今回
の制度の趣旨にかんがみれば、管理に係る業務を一括してさらに第三者へ委託す
ることはできないものであること。
　指定管理者が管理を通じて取得した個人情報については、その取扱いについて
十分留意し、「管理の基準」として必要な事項を定めるほか、個人情報保護条例に
おいて個人情報の保護に関して必要な事項を指定管理者との間で締結する協定に
盛り込むことを規定する等、必要な措置を講ずべきものであること。また、指定
管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適
切に保護されるよう配慮されたいこと。
その際、「地方公共団体における個人情報保護対策について」(平成１５年６月１６日付
け総行情第９１号総務省政策統括官通知 )の内容を十分に踏まえて対応されたいこ
と。
４　その他
道路法、河川法、学校教育法等個別の法律において公の施設の管理主体が限定さ
れる場合には、指定管理制度を採ることができないものであること。
第３　施行期日等
１　この法律は、公布の日から起算して３月を越えない範囲内において政令で定
める日から施行するものとすること。(改正法附則第１条関係 )
２　指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に旧法第２４４条の２第３
項の規定に基づき管理の委託を行っている公の施設については、この法律の施
行後３年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改正し、改正後の地方自治
法第２４４条の２の規定による指定等を行う必要があるものであること。(改正法
附則第２条関係 )
４ 　厚生労働省の基本的な対応
　関係４課長連名による通知
厚生労働省では、地方自治法改正により導入された「公の施設の指定管理者制
度」に対する基本的な対応として、平成１５年８月２９日に、厚生労働省雇用均等・
児童家庭局総務課長、社会・援護局保護課長、社会・援護局障害保健福祉部企画
課長、老健局計画課長の４課長の連名により、「社会福祉施設における指定管理者
制度の活用について」と題する「通知」を、全国の都道府県、各指定都市、中核
市の民生主管部 (局 ) 長に宛て、発出している。重要な内容であるので、「通知」
された文書の全文を紹介する。次のとおりである。
「今般、地方自治法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令 (平成１５年
政令 374 号 ) が公布され、地方自治法の一部を改正する法律 (平成１５年法律第８１
号 )は９月２日より施行されることとなったところであるが、同法において創設
された指定管理者制度の趣旨及び内容について、別添「地方自治法の一部を改正
する法律の公布について」(平成１５年７月１７日総行行第８７号 )のとおり、総務省自
治行政局長より通知が発出されているので、ご留意願いたい。
また、これに伴って、老人福祉法 (昭和３８年法律第１３３号 )第２０条の４に規定す
る養護老人ホーム、第２０条の５に規定する特別養護老人ホームや児童福祉法 (昭
和２２年法律第１６４号 )第３９条に規定する保育所などの社会福祉施設であって、地方
公共団体が設置するものについても、個別法による制約のない範囲において指定
管理者制度を活用してその管理を指定管理者に行わせることができることとなっ
たので、管内市区町村及び関係者に周知するようお願いする。
なお、厚生労働省の「通知」の発出では、総務省自治行政局長とも協議済みで
ある旨、申し添える。」と、前述した総務省自治行政局長の「通知」である「地方
自治法の一部を改正する法律の公布について(通知)」が、確認の意味も込めて、同
時に添付されている。
　制度導入に対する対応
厚生労働省では、「全国介護保険担当課長会議」(平成１５年９月８日 )が開催さ
れ、関係４課長の連名による「社会福祉施設における指定管理者制度の活用につ
いて」(「総務省自治行政局長の通知」が添付されている )を踏まえ、地方自治法
改正により導入された「公の施設の指定管理者制度」に対する「社会福祉施設に
おける指定管理者制度の活用」の基本的な方向について、種々の観点よりその対
応が審議された。
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厚生労働省所管の事務・事業において、自治体により直接施設整備されている
諸施設の中で、指定管理者制度に係る「公の施設」としては、基本的に、次のよ
うな社会福祉施設があげられる。「養護老人ホームまたは特別養護老人ホーム」
「ケアハウス」「経費老人ホーム (Ａ型およびＢ型 )または老人福祉センター (Ａ型
およびＢ型 )」「老人福祉センター (特Ａ型 )」「老人ディサービスセンター、老人短
期入所施設または在宅介護支援センター」「老人施設」などがあげられる。これら
の社会福祉についても、基本的に、指定管理者制度が導入されることが確認され
ている。
５　文部科学省の基本的な対応
文部科学省では、地方自治法改正により導入された「公の施設の指定管理者制度」
に対する基本的な対応を図るため、「中央教育審議会生涯学習分科会 (第２６回 )」に
おいて、種々の観点より審議がなされた。
文部科学省所管で、自治体により整備されている指定管理者制度に係る「公の施
設」としては、基本的には、「公民館」「図書館」「博物館」などがあげられる。 
これらの公民館、図書館、博物館の民間事業者等への管理運営委託に関しては、
次のように、各自治体から指摘され、緩和措置が強く要望されている。
①　「公民館の管理運営に係る民間委託」については、社会教育法第２７条により、館
長を置くこととされていること、社会教育法第２８条により、市町村の設置する公
民館の館長、主事その他必要な職員は、当該市町村の教育委員会が任命するとさ
れていることから全面的な民間委託ができない、と静岡市、滝川市等から緩和措
置が要望されている。
②　「図書館の管理運営に係る民間委託」については、図書館法第１３条により、館長
をおくことといった規定があるため、館長を含めた包括的な管理委託ができない、
と銚子市、志木市等から緩和措置が要望されている。
③　「博物館の管理運営に係る民間委託」については、博物館法第４条より、博物館
に館長及び学芸員を置くことといった規定があるため民間への委託ができない、
と静岡市等から指摘され、その緩和措置が強く要望されている。
６　国土交通省の基本的な対応
　経済財政諮問会議における国土交通大臣の説明資料
国土交通省においては、地方自治法改正により導入された「公の施設の指定管
理者制度」に対する基本的な対応については、「第 24 回 経済財政諮問会議」(平
成１５年１１月２１日 )に、石原国土交通大臣が出席し、資料に基づき種々の観点より
説明された。
国土交通省所管において、自治体で整備されている「公の施設」としては、「都
市公園」「公営住宅」などがあげられる。これらの施設の管理については、基本的
に、指定管理者制度が適用されることになる。
一方、「下水道」「道路」「河川」「港湾施設」などの管理については、道路法、
河川法等個別の法律において、公の施設の管理主体が限定される場合には、個別
法が優先されるため、指定管理者制度は適用されないとされていた。ただし、こ
れらの施設等についても、「事実行為の範囲」とされる業務範囲については、指定
管理者制度の適用は可能である、と解されているので指定管理者制度の活用によ
り、効果的、効率的な管理運営が柔軟に行われることが期待されている。また、
道路占用許可などの一部の行政許可などについても、まちづくり等の観点より、
柔軟に対応されることになった。
　公園・緑地
公園などの管理については、一般に、「都市公園」などの規模の大きな公園につ
いては、これまでも自治体から管理委託された自治体の出資法人などが設立され、
「公の施設の性格や機能」などに応じて複数の個別独立した「管理公社」「管理財
団」「管理会社」などにより、管理運営されている例が多い。
また、小規模な児童遊園地、またポケットパークなどと呼ばれる地域施設につ
いては、自治会・町内会、商店街等の地域団体等に管理委託をしている例が多い
と考えられる。
これら都市公園の管理運営については、平成１５年９月２日に「通知」が出され、
基本的に、指定管理者制度が適用されることになる。
　公営住宅
公営住宅の管理については、国土交通省住宅局 (総務課 ) から、平成１６年３月
３１日に「通知」が出され、指定管理者の業務範囲は、「公営住宅法上事業主体が
行うこととされている管理に関する事務のうち、入居者の募集や収入審査など及
び修繕、清掃などの事実行為について管理委託制度により委託している事務な
ど」(従前の管理委託制度により受託者が行うことができるものと同じ業務内容 )
とされている。
公営住宅の管理については、道路や河川とは異なり、法的な縛りはないが、「住
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宅困窮度に応じた優先入居の実施や、地域の実情や居住者の状況に応じた適切な
家賃設定など、公平な住宅政策の観点から行政主体としての判断が必要である」
ことから、入居の決定、家賃の設定などについては、指定管理者の業務範囲外と
されている。
また、「これまでも事業主体が収受してきた家賃収入は、指定管理者がすること
は適切ではないが、家賃徴収などの事務を委任することや駐車場など共同施設の
使用料を収受させることは差し支えない」とされる。
なお、入居者のプライバシー保護については、十分に配慮するように指示され
ている。
　道路・河川・港湾等
道路の管理については、平成１６年３月３１日に「通知」が出され、指定管理者の
業務範囲は、「清掃、除草、単なる料金の徴収事務で定型的な行為に該当するも
の」で、いわゆる事実行為の範囲 (これまでも業務委託を行っている範囲 )に限
定され、「これらを指定管理者に包括的に委託することは可能」であるとされてい
る。ただし、行政判断をともなう事務 (例えば災害対応、計画策定及び工事発注
など )や行政権の行使を伴う事務 (例えば占用許可、監督処分など )については、
指定管理者の業務範囲外とされている。
 また河川の管理については、国土交通省河川局 (治水課 ) から、平成１６年３月
２６日に「通知」が出され、指定管理者の業務範囲は、「河川の清掃、除草、軽微
な補修 (階段、手すり、スロープなど河川の利用に資するものに限る )、ダム資料
館等の管理・運営など」とされている。ただし、道路と同様に、行政判断をとも
なう事務 (例えば災害対応、計画策定及び工事発注など )、行政権の行使を伴う事
務 (例えば占用許可、監督処分など )については、範囲外とされている。
港湾の管理については、平成１６年３月２９日に「通知」が出され、指定管理者の
業務範囲は、「使用許可、自らの収入とする利用料金の収受、事実行為 (自らの収
入としない利用料金の収受、清掃、保守点検、植栽など )」であるとされ、「港湾
の使用許可等の公権力の行使に係る事務を行わせることについては、国民の権利
義務の制限になることにかんがみ、慎重に判断を行う必要がある」とされている。
ただし、使用料の強制徴収、不服申し立てに対する決定、行政財産の目的外使用
許可など、法令により自治体の長のみが行うことのできる事務については対象外
とされている。
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表３－１　行政サ ビースの民間委託（アウトソ シーング）に関する調査における阻害要因と省庁の対応
平成１５．１１．２５
対応の方向関係省庁回答団体関係条文等制度的阻害要因の内容概要
御指摘の内容については事実誤認である。
廃棄物処理法第９条の３の規定は市町村設
置の一般廃棄物処理施設の管理者の当該施
設の維持管理責任を規定しているものであ
るが、その責任が適切に担保される限りに
おいて、市町村以外の者に当該施設の管理
運営を委託することを妨げるものではない。
現状で
も可能環境省団体Ａ
廃棄物の処
理及び清掃
に関する法
律第９条
廃棄物の処理及び清掃に関する法
律第９条により、設置者が一般廃
棄物処理施設の維持管理をしなけ
ればならないこととされているた
め、廃棄物処理施設の管理・運営
を外部委託することができない。
廃棄物処理
施設の管理
運営
１
公立学校の民間への包括的な管理・運営に
ついては、中央教育審議会において検討中。
特区における公立高等学校・幼稚園の民間
への包括的な管理・運営委託について今年
中に結論を得た上で、必要な措置。
検討中文部科学省
町田市、松
江市、荒川
区、品川区
等
学校教育法
第５条
学校教育法第５条により、学校の
管理は設置者が行うと規定されて
いるため、管理運営を公益法人民
間事業者に包括的に委託すること
はできない。
学校の包括
的な管理運
営
２
地方自治法改正により指定管理者制度が導
入されたことを受け、今後、館長業務を含
めた全面的な民間委託が可能であることを
明確に周知。
対応予
定
文部科
学省
志木市、静
岡市、高山
市、銚子市、
松本市等
図書館法第
１３条
図書館は、図書館法第１３条により、
館長を置くといった規定があるた
め、館長を含めた包括的な管理運
営ができない。
図書館の管
理運営３
地方自治法改正により指定管理者制度が導
入されたことを受け、今後、館長業務を含
めた全面的な民間委託が可能であることを
明確に周知。対応予定
文部科
学省
静岡市、滝
川市、奈良
市、東大阪
市等
社会教育法
第２７条
社会教育法
第２８条
社会教育法第２７条により、館長を
置くとされていること、社会教育
法第２８条により、市町村の設置す
る公民館の館長、主事その他の必
要な職員は、当該市町村が任命す
るとされていることから全面的な
民間委託ができない。
公民館の管
理運営４
地方自治法改正により指定管理者制度が導
入されたことを受け、今後、館長業務を含
めた全面的な民間委託が可能であることを
明確に周知。
対応予
定
文部科
学省
静岡市、団
体Ａ
博物館法第
４条
博物館法第４条により、博物館の
館長及び学芸員を置くことといっ
た規定があるため、民間への管理
委託ができない。
博物館の管
理運営５
公設の社会福祉施設の運営を社会福祉法人
以外の者に委託することは、個別法による
制約のない範囲において、地方自治法改正
により創設された指定管理者制度により、
可能となっている。
なお、社会福祉法第６０条は経営主体の原則
を定めたものであり、国、地方自治体又は
社会福祉法人以外のものであっても、各法
に特別の定めのある場合を除き、第１種社
会福祉事業の経営は可能である。
現状で
も対応
可能
厚生労
働省尾西市
社会福祉法
第６０条
社会福祉法第６０条により、第１種
社会福祉事業の経営は、国、地方
公共団体又は社会福祉法人を原則
としているため、その他の民間主
体に第１種社会福祉事業の経営を
委託することはできない。
第１種社会
福祉事業６
検定制度は経済・社会活動の基盤となる適
正な計量器を確保するための重要な制度で
あり、当該業務の実施は、一義的には、国、
地方自治体及びそれに準ずるものが行うこ
とが必要であるが、「定期検査」に限らず、
「検定」についても、既に計量法で規定さ
れている指定の基準を満たすものであれば、
検定業務を行うことが可能となっている。
（計量法第７０条、１０６条）
現状で
も対応
可能
経済産
業省団体Ｃ
計量法第２０
条
定期検査については、指定定期検
査機関に定期検査を行わせること
ができる（計量法第２０条）旨規定
があるが、検定については同旨の
規定がないので、都道府県知事が
検定を実施することになる。計量
検定所が実施する業務の一部分し
か外部委託できない。
特定計量器
の検定、検
査業務
７
請負として行う場合には、現行制度でも受
託者の現場責任者を通じて文書や口頭等に
より具体的な指示を行うことは可能である。
また、個々の調理員に対して業務命令を行
う場合には、労働者派遣を受け入れること
により対応可能である。
現状で
も対応
可能
厚生労
働省
青梅市、熊
本市、坂出
市
労働者派遣
法第２条第
１号労働者
派遣と請負
により行わ
れる事業と
の区分に関
する基準を
定める告示
保育所や学校の給食調理業務を民
間委託する場合、請負契約により
行う場合であっても保育所や学校
の栄養士等が直接民間委託の調理
員に業務命令を行う場合は、労働
者派遣法により労働者派遣と判断
されることとなるため、直接業務
命令を行えない。
学校等にお
ける調理業
務
８
雇用のセーフティーネットとして離転職者
の早期再就職を支援するために、多様な訓
練ニーズに対応しつつ、迅速に職業訓練を
実施する必要があるため、委託訓練は短期
過程の訓練（訓練機関は原則６ヶ月以下）
に限定されている。しかしながら、再就職
に必要な技能を身につける機関として必要
であれば、同法施行規則第１１条により、１
年間の長期の訓練機関を設定することも可
能とされており、長期の公共職業訓練の一
部については現行制度で対応可能である。
現状で
も対応
可能
厚生労
働省京都府
職業能力開
発促進法第
１５条の６
第３項
職業能力開発促進法第１５条の６、
職業能力開発促進法施行規則第３
条により、民間委託できるのは、
短期過程の普通職業訓練に限定さ
れており、長期の公共の職業訓練
については、民間委託できない。
公共職業能
力開発施設
における職
業訓練
９
出所：「改訂版　公の施設を民間に丸投げする　指定管理者制度と緊急にどう闘うか」２１－２２頁
（注）原典には次の注がある。これは内閣府が、平成１５年１０月に地方自治体に対して実施した、行政サービスの民間委託（アウトソーシング）
に関する調査において、その阻害要因と各省庁の対応の方向を示したものからの抜粋である。詳細は経済財政諮問会議のホームページ
（	


	
）を参照されたい。
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Ⅳ　「公の施設の指定管理者制度の導入状況に関する調査」結果の概要
１　「指定管理者制度の導入状況」調査の実施
自治体が整備・設置する公の施設の管理を民間事業者にも行わせることができる
こととされている「指定管理者制度」は、平成１５年９月より施行され、法律の施行
日から３年後(平成１８年９月)までに、旧制度の管理委託制度から指定管理者制度へ
移行することとなっているが、法改正後の各自治体における制度の取組状況につい
て、平成１６年６月１日現在における「指定管理者制度の導入状況」について調査さ
れた。
調査結果の概要は、次のとおりである。
２　調査時点
調査期日は、平成１６年６月１日現在である。
３　調査対象団体
調査対象団体は、都道府県・指定都市・市区町村である。
４　調査結果の概要
調査結果の概要は、次に示すとおりである。
　制度導入の施設数
表４-１は、制度の導入状況について、都道府県別の制度導入の施設数を示した
ものである。
都道府県では１３施設 (０．８%)、指定都市では３８０施設 (２４．５%)、市区町村では
１，１５７施設 (７４．６%)、合計１，５５０施設 (１００．０%) において制度が導入されている。
　制度導入の団体数
表４-２は、都道府県別に制度導入の団体数を示したものである。
導入団体数をみると、都道府県では１０団体 (２．５%)、指定都市では９団体 (２．２%)、
市区町村で３７４団体 (９５．１%)、合計３９３団体 (１００．０%) において制度が導入されてい
る。
　性質別の指定管理者数
表４-３は、性質別の指定管理者数を示したものである。
指定管理者となった性質別の団体数をみると、多い順に、公共的団体が４８１団体
(５７．１%)、財団法人が１２１団体 (１４．３%)、株式会社が９０団体 (１０．７%)、ＮＰＯ団体が
４４団体 (５．２%)、これら以外の団体が４４団体 (５．２%)、社団法人は３６団体 (４．２%)、
有限会社が２３団体 (２．７%)、公共団体が２団体 (０．２%)、合計８４１団体 (１００．０%) と
なっている。
　制度導入施設の内容別状況
表４-４は、制度導入施設の内容別状況を示したものである。
前述の１，５５０施設のうち、最も多い施設は「医療・社会福祉施設」で５４９施設
(３５．４%) である。次いで、「文教施設」３８０施設 (２４．５%)、「レクリェーション・ス
ポーツ施設」３５２施設 (２２．７%)、「基盤施設」１３６施設 (８．７%)、「産業振興施設」１３３
施設 (８．６%) となっている。
　制度導入団体の選定手続き別状況
表４-５は、制度導入団体の選定手続き別状況を示したものである。
導入団体の選定手続きにおいて最も多いものは、「公募の方法によることなく
選定」で１５１団体である。次いで、「公募により公募者を募集、職員を中心とした
合議体により選定」が１１６団体、「従前の管理委託者を公募の方法によることなく
選定」が７３団体となっている。
　制度導入施設の指定期間別状況
表４-６は、制度導入施設の指定期間別状況を示したものである。
制度導入施設の指定期間において最も多いものは、「３年」で５４８施設である。
次いで、「１年」が３２８施設、「５年」が２６９施設、「１０年以上」が１６３施設、「２年」
が１５８施設となっている。
　各施設の主な事例
なお、この調査では、制度導入された各施設について、主な事例が紹介されて
いるが、本稿では省略する。
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表４－１　都道府県別の指定管理者制度導入施設数
（単位：施設）
合計市区町村政令指定都市都道府県区分
１４１１３７４０北 海 道
６６００青 森 県
３８３８００岩 手 県
３１０９３０１０宮 城 県
１３１２０１秋 田 県
１７１７００山 形 県
２９２９００福 島 県
１４１４００茨 城 県
２２００栃 木 県
５５００群 馬 県
２３２３００埼 玉 県
７７００千 葉 県
８０８０００東 京 都
２３１１１２０神奈川県
３９３９００新 潟 県
２２００富 山 県
７７７７００石 川 県
１１１１００福 井 県
８７０１山 梨 県
１２１１２１００長 野 県
２０１８０２岐 阜 県
２６２６００静 岡 県
５８１９３９０愛 知 県
９９００三 重 県
６６００滋 賀 県
１１７４０京 都 府
４０３４６０大 阪 府
２３１４８１兵 庫 県
１２１２００奈 良 県
６６００和歌山県
７７００鳥 取 県
２５２４０１島 根 県
３６３６００岡 山 県
１０２１０２００広 島 県
１７１７００山 口 県
１３１３００徳 島 県
１４１１０３香 川 県
４２４１０１愛 媛 県
８７０１高 知 県
１０４６０福 岡 県
５４０１佐 賀 県
６５０１長 崎 県
７７００熊 本 県
８８００大 分 県
１５１５００宮 崎 県
１３１３００鹿児島県
４５４５００沖 縄 県
１，５５０１，１５７３８０１３合　計
（出所）総務省 以下同
表４－２　都道府県別の指定管理者制度導入団体数
（単位：団体）
合計市区町村政令指定都市都道府県区分
２６２５１０北 海 道
６６００青 森 県
１３１３００岩 手 県
９８１０宮 城 県
８７０１秋 田 県
７７００山 形 県
１１１１００福 島 県
９９００茨 城 県
１１００栃 木 県
３３００群 馬 県
１２１２００埼 玉 県
３３００千 葉 県
２１２１００東 京 都
８６２０神奈川県
１９１９００新 潟 県
１１００富 山 県
１０１０００石 川 県
３３００福 井 県
６５０１山 梨 県
１９１９００長 野 県
１０９０１岐 阜 県
１１１１００静 岡 県
９８１０愛 知 県
７７００三 重 県
５５００滋 賀 県
３２１０京 都 府
１０９１０大 阪 府
１３１１１１兵 庫 県
７７００奈 良 県
４４００和歌山県
２２００鳥 取 県
１１１００１島 根 県
１２１２００岡 山 県
１２１２００広 島 県
１０１０００山 口 県
５５００徳 島 県
５４０１香 川 県
１０９０１愛 媛 県
４３０１高 知 県
５４１０福 岡 県
４３０１佐 賀 県
４３０１長 崎 県
５５００熊 本 県
７７００大 分 県
８８００宮 崎 県
９９００鹿児島県
６６００沖 縄 県
３９３３７４９１０合　計
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表４－３　性質別の指定管理者数
（単位：団体）
合計区分
９０１　株式会社
２３２　有限会社
１２１３　財団法人
３６４　社団法人
２５　公共団体
４８１６　公共的団体
４４７　ＮＰＯ団体
４４８　１～７以外の団体
８４１合計
表４－４　指定管理者制度導入施設の内容別状況
（単位：施設、％）
合計市区町村政令指定都市都道府県区分
（２２．７）３５２２７０７９３１　レクリエー ション・スポーツ施設
（８．６）１３３１２９２２２　産業振興施設
（８．８）１３６９５３９２３　基盤施設
（２４．５）３８０２８３９３４４　文教施設
（３５．４）５４９３８０１６７２５　医療・社会福祉施設
（１００．０）１，５５０１，１５７３８０１３合計
（注）主な施設の例
１レクリエーション・スポーツ施設：競技場、野球場、体育館、テニスコート、プール、
スキー場、ゴルフ場、海水浴場、国民宿舎、宿泊休養施設
２産業振興施設：情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開放型研究施設
３基盤施設：駐車場、大規模公園、水道施設、下水道終末処理場
４文教施設：県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、自然の家、海・山の家
５医療・社会福祉施設：病院、老人福祉センター
表４－５　指定管理者制度導入団体の選定手続別状況
（単位：団体）
合計市区町村政令指定都市都道府県区分
３８３４３１１　公募により候補者を募集、職員以外を中心とした合議体により選定
１１６１０６４６２　公募により候補者を募集、職員を中心とした合議体により選定
４３４２０１３　公募により候補者を募集（１・２以外）
７３７１１１４　従前の管理委託者を公募の方法によることなく選定
１５１１４２７２５　４以外で公募の方法によることなく選定
２２２２００６　１～５以外の方法により選定
４４３４１７１５１１合　計
※複数回答があるため、団体数は重複計上されている。
表４－６　指定管理者制度導入施設の指定期間別状況
（単位：施設、％）
合計市区町村政令指定都市都道府県区分
（２１．２）３２８２４８７８２１年
（９．８）１５２１２７２４１２年
（３５．４）５４８３１２２３５１３年
（４．０）６２２３３９０４年
（１７．４）２６９２５９４６５年
（１．８）２８２７０１６年
（０．０）００００７年
（０．０）００００８年
（０．０）００００９年
（１０．５）１６３１６１０２１０年以上
（１００．０）１，５５０１，１５７３８０１３合計
－５９－
新潟産業大学人文学部紀要　第１７号　２００５．８
Ⅴ　制度導入における自治体の対応
１　全国の自治体の動向
地方自治法の一部を改正する法律が、平成１５年６月１３日公布、同年９月２日から
施行された。この法改正では、従来、公共性の観点より、地方自治法により公共団
体等に限られていた「公の施設」の運営管理 (管理委託制度 ) において、「指定管理
者制度」が設けられることになった。これにより、施行日から３年以内 (平成１８年
９月１日まで )に管理委託をしている自治体のすべての「公の施設」について、「指
定管理者制度」に移行することになったわけである。全国の自治体では、地方自治
法第２４４条の改正により「公の施設の管理に指定管理者制度」が導入されたことを受
けて、それぞれ対応が図られている。
これまでの自治体の「公の施設」の管理のすべてが指定管理者制度へ移行するこ
とになるが、その移行期間としては、法の施行日から３年以内 (平成１８年９月１
日まで )に行われることと措置されたこと、「公の施設」を管理する管理運営主
体 (市が管理運営を委ねる相手方 )は、これまでの管理委託団体として、①自治体
等の公共団体、②公共的団体 (農協、商工会、自治会等 )、③自治体が出捐・出資す
る自治体出資法人で、自治体出資の出捐・出資が２分の１以上の法人に限定され、
委託先の相手方は条例等で規定されてきたわけであるが、都道府県などの自治体、
あるいは政令市、中核市などの人口規模の多い自治体では、これらの委託団体が多
数存在していること、加えて公共公益サービスなども多様化し事業内容も多岐にわ
たることから、それらの「公の施設」の管理運営形態を把握・整理し、それぞれの
公共公益サービス公の施設毎に方針を定めるには時間がかかること、他方、小規
模な市町村自治体においては、都道府県などの自治体、また政令市、中核市などの
人口規模の多い自治体とは異なり、これらの委託団体などは必ずしも多数存在して
いるわけではないこと、これらの理由などが相俟って、指定管理者制度への移行期
間中である現状における全国の自治体の対応については千差万別であるといえよう。
 また指定管理者制度への移行において、自治体の方針、現在の委託団体の方針、
あるいは指定管理者の受け皿として想定されている民間事業者やＮＰＯ法人などに
おける対応についても一応ではないことも、混沌とした状況に拍車をかけている。
 このような状況を踏まえ、現状の指定管理者制度に対する自治体の対応や取組み
状況について整理すると、大要、次のように類型化できる。
　基本的な行政サービスのあり方や指定管理者制度に対する指針や制度の運用方
針などを策定している自治体、あるいは運用方針などの準備をしている自治体
　の運用指針の策定後に、個別の指定管理者制度の条例を制定している自治体、
あるいは条例制定の準備をしている自治体
　個別の施設の指定管理者制度の条例を制定し、指定管理者の公募などを実施し
た自治体、あるいは公募の実施を準備している自治体
２　東京都の「行政サービスのあり方の見直しと指定管理者制度の指針」策定
東京都では、平成１５年１１月に「行政サービスのあり方の見直し」と題し、今後の
行政サービスのあり方について、「報道資料」として公表された。
その中で、指定管理者制度に係る内容については、「民間との協働」と題して、次
のように、「現状と課題」については、「民間活力導入などによる都市再生、施設
整備の推進」「民間委託の拡大」「公の施設管理の民間への開放」「都民・ＮＰＯなど
との協働」の観点より、その認識が明記されている。
また、「改革の方針」については、①民間活力導入などによる都市再生、施設
整備の推進、②民間委託の拡大、③事業に民間移譲、民営方式、④公の施設管理の
民間への開放⑤ 都民・NPOなどとの協働について、その方針が示されている。
さらに、「実施計画」については、①事業の民間移譲、民営方式、②公の施設
管理の民間への開放について示され、とりわけ、制度導入の関係について、「指針の
策定」=公の施設の管理運営の関する指針定 (１５年度 )、「指定管理者制度の導入」=
指定管理者制度の導入 (１６年度以降 ) が明示されている。
３　仙台市の「指定管理者制度の導入方針と条例制定」
仙台市では、平成１６年２月６日、市長は記者会見で、「公の施設への指定管理者制
度の導入方針」について説明すると同時に、併せて、「仙台市公の施設に係る指定管
理者の指定手続に関する条例」制定について説明され、「公の施設への指定管理者制
度の導入方針」について、大要、次のように示された。
現在、公共団体等に管理を委託している本市の公の施設のうち、指定管理者制度
の対象としないものを除くすべての施設について、平成１６年４月から同制度を導入
する。管理者は、当初においては、現在受託している団体を指定することを基本と
し、制度創設の趣旨である市民サービスの向上や行政運営の効率化を図り得る受け
皿の存在を確認しながら、順次、公募による管理者の指定を推進していく。また、
当初の指定の期間は、公募の可能性を考慮し、１年間又は３年間とする。
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なお、指定管理者制度の対象としない施設とは、施設管理等の事実行為のみを委
ねているため指定管理者制度を導入する必要のない施設 (コミュニティセンター、
老人憩いの家、霊園、駐車場、野草園、交通公園等 )であるが、これらの施設につ
いても、民間活力の導入による施設の運営を積極的に推進していくとされている。
　施設の性格等に基づく類型化
　行政処分としての使用許可を行い、施設そのものを市民の利用に供すること
が中心の施設 (市民会館、戦災復興記念間、温泉プール・グラウンド等地域ス
ポーツ施設、キャンプ場、仙台スタジアム等 )
　施設運営を包括的に委ね、施設の機能を活用してソフト事業又は特定者に対
するサービスの提供を行う施設で、的確な民間事業者による代替の可能性を見
極める必要があるもの (青年文化センター、市民センター、区拠点体育館、福
祉プラザ、シルバーセンター、障害者施設、児童館・児童センター等 )
　施設運営を包括的に委ね、施設の機能を活用して政策的、専門的なソフト事
業を行う施設で、現時点で的確な民間事業者による代替が困難と考えられるも
の (エル・ソーラ、急患センター、情報・産業プラザ、農業園芸センター、文
学館等 )なお、当初の指定期間は、外郭団体を指定管理者として指定する場合
は、原則として上記の施設については１年間、及びの施設については３
年間とし、外郭団体以外の団体を指定する場合は、３年間とする。
　公募による指定管理者への切り替
　指定期間を１年間とする施設については、可能な限り早期に公募を行い、概
ね３年以内に切り替える。
　指定期間を３年間とする施設は、施設で実施する事業の性格、適切なサービ
スの提供が可能な受け皿の有無、部分委託の可能性、受託団体の状況等を勘案
しながら、前記施設類型の施設を優先させ、順次公募の実施について検討す
る。
　今後の新規の施設については、可能な限り公募により指定管理者を選定する。
なお、指定管理者制度を導入する必要のない施設のうちコミュニティ・センター
等の地域開放型施設以外の施設については、可能な限り早期に入札による民間
発注を行う。
　直営施設の取扱い
制度創設の趣旨等を踏まえ、指定管理者制度の導入について検討を進める。
なお、仙台市における公の施設に係る指定管理者の指定手続に関する条例は、次
の各条項からなるが、紙幅の関係で詳細は省略する。仙台市のホームページを参照
されたい。
　仙台市公の施設に係る指定管理者の指定手続に関する条例
平成１５年１２月１７日条例第６０号
第１条 (趣旨 )
第２条 ( 指定管理者の指定を受けようとする団体の公募 )第１項、第２項
第３条 (指定管理者の指定の申請 )
第４条 ( 指定管理者の指定 )
第５条 ( 教育委員会所管の施設への適用 )
第６条 ( 委任 )
Ⅵ　指定管理者の対象となる団体・法人の動向
１　「指定管理者」に想定されている対象団体および法人
「公の施設」の管理運営は、これまで、自治体 (普通地方公共団体 )の直営方式
による管理運営方法を除けば、いわゆる、「公的団体」(土地改良区、水害予防組合
などの公法人 )または「公共的団体」(農協や商工会議所・商工会などの産業経済団
体、赤十字社等の構成社会事業団、青年団などの文化事業団体等の公共的な活動団
体 )、あるいは「自治体の出資法人」(自治体出資が２分の１以上の法人 )などが行っ
てきたことは周知のとおりである。
平成１５年６月１３日公布、同年９月２日施行された地方自治法の改正・施行により、
導入された「指定管理者制度」では、自治体の直営方式による管理運営方法を除け
ば、今後、新設される「公の施設」および既設の「公の施設」の管理運営 (３年間
の移行期間が設けられているので、平成１８年９月２日までに移行する )は、基本的
に、「指定管理者」が行うことになるわけである。
この「指定管理者」となる対象団体および法人は、次のような団体および法人な
どが考えられる。
本稿では、指定管理者の対象となる団体・法人の動向について、次のような①自
治体の出資法人、②社会福祉法人・医療法人等、③民間企業、④ＮＰＯ法人、⑤ＰＦＩ
事業者、⑥ 町内会・自治会等、⑦任意団体、⑧公益信託、⑨ジョイントベンチャー
(ＪＶ) 方式について、それぞれの最新の動向について、概観する。
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２　自治体の出資法人
まず、第一に、これまで「公の施設」の管理運営を受託してきた「自治体の出資
法人」があげられる。これらの法人は、施設の内容や業務内容などにより、①「社
団法人・財団法人」などの「公益法人形態」として「施設管理公社」「施設管理財
団」など、また②「施設管理会社」などの「営利法人形態」として「株式会社」な
どの法人形態により設立されてきたことは周知のとおりである。
これまで、「公の施設」の管理運営を受託してきた自治体の出資法人」は、民間か
らの出資や出捐を受けて設立された、いわゆる、第３セクターではなく、１００%自治
体の出捐による公益法人として財団法人形態で設立されたものが極めて多いのが実
態である。とりわけ、複合多機能型文化ホールや複合多機能型体育施設などの公の
施設については、１００%自治体が出資した出資法人により、管理運営されているケー
スが大半であるいえる。その意味では、法改正による指定管理者制度の導入は、こ
れらの財団法人など公益法人の管理運営の在り方が問われているといえよう。
 これまで、公的部門と民間部門の協力による公民協力・公民事業連携方式には、
公共部門と民間部門の出捐・出資による「第３セクター方式」が採用されてきたが、
この第３セクター方式に加え、一般の住民や権利関係者などの参画や協力を得て事
業化や企業化を推進するという考え方が「ジョイントセクター方式」である。
とりわけ、むらおこし・まちおこし事業や地域活性化事業などに加え、市街地再
開発事業、駅前再開発事業などの事業を推進する際には、地域住民のみならず地域
外の住民であっても、諸権利等の利害関係者などの参画を得て事業を推進した方が
関係者間の理解や協力をより得やすく、事業が成功する可能性も一層高まると期待
される。
したがって、事業目的や事業内容によっては、行政と民間企業を中心とした第 3
セクター方式よりは、むしろ地域住民の参画を得て設立される「ジョイントセク
ター」方式の方がより適切で望ましい事業主体であると考えられる。つまり、「地域
住民等も株主等」として積極的に当該事業の推進に関わることにより、事業の成功
を高めるという考え方が生まれてきた。
また、自治体出資法人である第３セクターの経営情報開示をすすめる観点から、
市民の出捐・出資を得て設立されるジョイントセクター方式が望ましい場合がある。
一方、まちづくりを推進する組織は、法人格を有する団体に限らず、いわゆる、「権
利能力なき社団」と呼ばれる「民間非営利団体」も大きな役割を果たしている。こ
れらのまちづくり組織・団体と住民と企業と自治体の四者の相互間の関係性を中心
に、まちづくりの推進主体・団体組織があるが、詳細は省略する。
今後は、事業分野や事業形態によっては、従来の地域社会の構成員である「自治
体等」「民間企業等」「住民等」に「ＮＰＯ法人」などを加えた、四者間の協力・連携
による共同出資や共同出捐による事業目的・事業遂行を協力・支援する「ジョイン
トセクター方式」で設立される事業主体も出現する可能性が高いと予想される。ＮＰＯ
法の施行に伴い、市民やＮＰＯ法人の参画による「ジョイントセクタータイプ」の組
織・団体が出現することも考えられる。
今後とも、「公の施設」の管理運営においては、これまでの実績を加味すれば、指
定管理者制度に移行しても、これらの団体・組織が引き続き「指定管理者」となる
可能性は極めて高いと考えられる。
ちなみに、報道によれば、名古屋市では、４３の公共施設に指定管理者制度が導入さ
れたが、民間事業者が 1施設、非営利組織 (ＮＰＯ) が１施設であり、残りの施設に
ついては、すべて市の外郭団体 (市の出資法人 ) と町内会などの自治組織が選ばれ
たとある。
このように、施設の内容や規模などにより異なるであろうが、これまで管理運営
してきた自治体の出資法人に、そのまま継続して管理運営委託するケースは少なく
ないと考えられるが、なぜ公募によらずに自治体の出資法人等を指定したのか、そ
の理由について精査・検討する必要があろう。
３　社会福祉法人・医療法人等
「特別養護老人ホーム」「養護老人ホーム」などに代表される社会福祉施設などの
管理運営を行ってきた「社会福祉法人」「社会福祉協議会」「医療法人」などがあげ
られる。これらの施設の中には、医療法人が主体となり社会福祉法人を設立し、特
別養護老人ホールを管理運営してきた例などもみられる。
一方、病気の治癒・完治に伴い病院などの医療施設を退院したものの、家庭での
看護・介護などが十分にはされない環境にある人、また特別養護老人ホームなどの
入所待ち状態にある人などが一時入所する施設として、「老健施設」と呼ばれる施設
があるが、これらの施設については、医療法人が主体となり整備される例が多い。
一方、有料老人ホームやケアハウスなどの施設については、民間事業者が主体と
なり設立される場合が多い。これらの施設では、医療法人や介護サービス提供の事
業者等と提携し、あるいは支援を受けて事業運営されるケースが多い。
また、国民保健会計事業の一環として整備された国保診療施設などについては、
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医療法人や開業医・医師会などと提携、また支援を受けて運営されているケースが
多い。
これらの「社会福祉・医療関係施設などの公の施設」については、整備主体およ
び管理運営方法などは、当該自治体内にある団体や法人などを中心に、また広域圏
内の団体や法人等と提携、連携される例が比較的多いといえようが、今後は、医療・
診療機関の「PFI 事業」化の促進や株式会社所有化問題などと相俟って、変容する
可能性がある。それに伴い、これらの「社会福祉・医療関係施設などの公の施設」
の整備に伴い、社会福祉法人および医療法人等の対応などについても、大きく変化
する可能性が高いといえよう。
ちなみに、報道によれば、名古屋市では、３２ある児童館と福祉会館ではＮＰＯなど
の応募もあったが、１つを除き、残りのすべては、市の社会福祉協議会が管理運営
することになったとある。
社会福祉関連施設などの管理運営については、これまでと同様に、実績のある社
会福祉協議会が引き続き指定管理者として管理運営を受託する可能性が高いと考え
られるが、今後は、民間事業者などによるサービスの質的向上やきめ細かな対応な
どが図られることに伴い、社会協議会と民間事業者間におけるサービスの質的競合、
また拮抗する場合が生ずることもあると考えられる。
４　民間企業
 「民間事業者」においては、指定管理者制度の導入により、公の施設の管理運営
事業に新規参入する動きが活発であることはよく知られている。民間事業者が新規
に公の施設の管理運営業務に参入する主な理由については、次のような理由があげ
られる。事業分野・事業内容により異なるが、相当規模の事業額・事業規模が見
込める有望市場であること (三菱総研パブリックビジネス研究会の試算によれば、
公共施設の管理運営の事業規模は現状では２兆円、すべてが開放されると１０兆５，０００
億円規模になると推定されている )、民間事業者にとって豊富なノウハウが提供
できる新規事業機会の拡大に伴うビジネスチャンスの絶好の機会であると同時に、
ノウハウの蓄積をさらに新規の事業化につなげることができること、指定管理者
には原則公募制度 (法律上は、規定されてはいないので、公募しない例もある )が
採用されていることから、新規の事業開拓・取引先確保のチャンスは極めて大きい
こと、指定管理者の採択は、事業提案の優劣、また事業遂行能力などの評価によ
り決定されるので、類似的事業・業務・サービスを行ってきた民間事業者にとって
は、採択条件にもよるが概ね有利な条件として作用すること、指定管理者として
「指定期間」は、一定期間 (３～５年間の指定期間が多いようであるが、初期の目
標・目的が達成されていれば更新される可能性は高い。横浜市立港湾病院のように
３０年間の例もある )が契約期間とされていること、また事業の遂行能力や経費縮減
効果などが認められれば、継続して指定される可能性が極めて高いので、安定的な
事業経営が図られること、などがあげられる。
「公の施設」の指定管理者として、事業参入を図るため、すでに実行を移し、ま
た計画している民間事業者は極めて多い。民間事業者の中でも、指定管理者制度に
ついて、とりわけ関心が高い業種・業界としては、「イベント企画・運営」業界、
「ビル管理・メンテナンス」業界、「自動車運転代行・運輸サービス」業界、「調査・
研究・企画提案」業界、「教育・研修企画提案」業界、「飲食」業界、「人材派遣」業
界、「スポーツクラブ・健康産業」業界、「旅館・ホテル等の宿泊関連・旅行関連」
業界、「情報提供・出版・企画」業界などがあげられるが、実に多種多様な業界にわ
たる。
本稿では、すでに指定管理者として実績のあるいくつかの代表的な民間事業者の
例を紹介する。これらの民間事業者の代表例として、次のような例がある。
　アクティオ㈱
アクティオ㈱では、指定管理者制度に参加するに際して、「公共施設管理の長い
実績と経験により、高い品質でご期待にお答えします」と、「指定管理者」に求め
られる条件として、同社ではホームページに、大要、次の５つ条件をあげている。
①　「あらゆる施設に対応できる総合的、多面的な業務遂行能力」は、施設毎に異
なる設置趣旨を、それぞれ確実に生かし込める多面的な能力保有が必要である。
②　「必要とされる業務が、それぞれ高品質に低コストで実施できること」は、単
に業務ができるだけではなく、その品質が高く、しかもリーズナブルでなければ、
高い評価が得られる管理とはいえない。
③　「高いコラボレーション能力」は、直接的な運営管理能力に加え、施設運営に
関わる市民、管轄部局、他施設、公益団体等との調和、協働を図れるための意
思と熱意とスキルが必要である。
④　「公平、公正さに徹した運営姿勢」は、公共施設の使命に鑑み、その運営には
偏りを排した公平さと公正さの徹底が不可欠である。
⑤　「業務の安定性、継続性、発展性」は、管理施設は一過性のものではない。し
たがって、その安定性、継続性、さらには発展性の確保がなおざりにされては
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ならない。
同社では、指定管理者制度の導入について、このような条件を全うするため
には、「利用者と職員との心の交流がすべての基本であり、その『接遇』が重要
で、『おもてなしの心』を感じとっていただける運営が、当社の誇れる差別化領
域のポイントである」と考えられ、トータルとしてのサービスの提供を目指し
ている。
また、同社は、横浜市白幡地区センターの公募に応募し、指定管理者に指定
されたが、業務仕様書に基づく提案の中で、①どの年代の人にも利用されるよ
うに種々のジェネレーション別事業の企画、②世代間交流を促進する事業の提
案を行っているが、この自主事業のプラン作成に際しては、地域住民のニーズ
の把握を重視してヒアリングを実施し、その中で実現可能なプランづくりが行
われた。
このように、ニーズと実際に実現可能なこととのズレをいかに調整していく
かが重要である、と住民のニーズと現実との乖離の調整を図りながらプランづ
くりが行われたわけであるが、このような着眼は高く評価される。
同社の提案は、利用者サービス向上の観点から、豊富な自主事業の提案およ
び受付案内業務の質の高さ、また多くの施設の業務委託の実績などが評価され
るとともに、形式的な管理運営からの脱皮を考えていた横浜市長の「先進性」
なども相俟って高く評価され、指定管理者に指定されたが、これは同時期の複
数の地区センターの公募の中で、唯一の民間事業者の指定管理者の指定である。
「とりあえず施設整備をすればよい」、また「恙無く管理運営をすればよい」と、
考えられる傾向にある現状の「公の施設」の施設整備や管理運営において、「住
民のニーズと現実との乖離の調整を図りながらプランづくりをする」という認
識や対応が、公の施設の整備および管理運営では最も重要な視点であることを
示したものと高く評価される。
指定管理者の導入に際しては、直営方式であれ、公募方式であれ、随意契約
的観点よりある特定の指定管理者とするものであれ、このような認識をする必
要があることを、同社の事業提案に際して採られた行動によって示されたと高
く評価できる。
また、同社は、２件目の指定管理者業務として、愛知県名古屋市から「旧川
上貞奴邸」の指定管理者に指定されている。
　大新東㈱
大新東㈱のホームページには、「『行財政改革』と『町おこし』のコンサルタン
トです」と、また「行政サービスは民間解放の時代 !行財政改革でお困りの自治
体様、信頼できる『指定管理者』をお探しの自治体様、『行財政改革請負事業』の
大新東グループが皆様のお手伝いをします」と謳われている。
同社は、平成１６年１２月現在、①北海道湧別町「宿泊施設しらかば」(旧林業研
修センター )、②埼玉県和光市「下新倉保育所」の２件の指定管理者に指定され
ている。
同社の業務内容については、①指定管理者制度に基づく各種公共施設の管理代
行、②業務請負契約に基づく各種行政サービスの受託、③コミュニティバス、公
用車、業務用車両などの運行受託、④「町おこし」の企画立案があげられている
と同時に、各業務内容の詳細については、①「各種公共施設」は、主に観光施設
や体育館、プール、公園などの管理業務、②「学校給食」は、小・中学校および
給食センターでの調理業務、③「図書館」では、カウンター業務や書架整理、配
架、簡単なレファレンス業務、④「コミュニティバス」(生活路線バス ) は、自治
体が自主運行するバスの運行管理業務、⑤「スクールバス・福祉バス」は、通学
バスや検診者、ディサービス送迎などの運行管理業務、⑥「公用車・業務用車両
は」、公用車、ごみ収集車、移動図書館などの運行管理業務などがあげられている。
自治体からの業務実績については、①業務内容ごとに、②取引自治体数、③合
計現場数、④主な受託先などが詳解されているが、紙幅の関係で省略する。
また、関連会社「エヌ・アイ・サービス㈱」のポリシーは、「教育して、勤務さ
せる」ことである、と具体的な業務内容、①給食サービス業、②保育サービス業、
③公務サービス業、④事務サービス業、⑤医療サービス業、⑥介護サービス業、
⑦建物サービス業、⑧要務サービス業、⑨その他サービス業についても紹介され
ている。
これら行政サービスの受託業務の中で、特筆すべき点は、平成１６年４月に、北
海道えりも町役場から、「車両運行業務」「その他の行政サービス」などの業務を
広範にわたり一括して受注した例が同社のHPに紹介されている。行政サービス
業務の一括受託は、全国でも初めてのケースとして大きな話題を呼び、多くの視
察があるなど関係者間で注目されている。
ちなみに、同社は、北海道登別市や栃木県日光市などの各地にある「江戸村」
の事業主体として、また業務車両の運行代行会社としてよく知られている。同社
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が、行政サービス業務の展開において多くの実績を残してきた背景には、このよ
うな長年の地道な事業展開のノウハウの蓄積の集約であることがよく理解できる。
指定管理者制度の導入により、これまでの事業展開が結実したものである、といっ
ても過言ではない。
　 ㈱ビルネット
㈱ビルネットＨＰ（ｈｔｔｐ://ｗｗｗ .ｂｍｎｅｔ.ｎｅ.ｊｐ/ｂｍｎｅｔｗｏｒｋｈｔｍ）のには、
「当社は建物の価値向上に向けた管理運営のあり方と最適な建物環境実現に関す
る情報提供サービス業、建物の管理運営及び利用者の置かれた環境実態に関する
調査・研究事業、建物の適正な管理運営手法と良好な環境実現のための広告・出
版業、その他の関連事業を行う。これにより広く市民生活の向上に寄与する意味
で当社の役割は重要であろう」と、同社の役割・機能を謳っている。
同社の事業目的については、①建物管理運営分野全般の各種情報提供サービス
事業、②市場調査業務等マーケティングリサーチ事業、③経営コンサルタント (
施設管理運営分野全般のコンサル活動や研修及び業務提携 )、④広告・宣伝、及び
編集等の出版事業、⑤企業間の連携組織を支援するコーディネート活動、⑥その
他、関連する事業とある。
また、『創刊号 月刊指定管理者制度』(平成１６年９月１日、Ａ４版約３０頁 )が、
同社から発刊された。同誌の内容は、目次によれば、①全国自治体における指定
管理者の最新募集情報、②施設別指定管理者の選定動向、③自治体・行政情報、
④有力企業情報などから構成されている。
このように、民間企業等のノウハウや運営力などに対する期待が大きいことか
ら、指定管理者制度の導入に伴い、今後は、民間企業の活動する分野が拡大する
と考えられる。
 
５　ＮＰＯ法人
「ＮＰＯ法人」については、法人の設立目的が、公の施設の管理運営を行うことに
より達成されると考えられるような団体の場合では、民間事業者と概ね同様の理由
により、新規参入する動きが活発になっている。
ＮＰＯ法人に認定される具体的な活動分野は、当初の法案では１２分野であったが、
第１１５回臨時国会 (平成１４年１２月 )において法改正され、次の１７分野となっている。
ちなみに、平成１６年３月３１日現在における特定非営利活動法人 (認証を受けたも
の )は、１６，１６０法人である。また、新潟県における平成１６年７月１日現在、特定非営
利活動法人として新潟県より認証を受けたＮＰＯ法人は２２６法人ある。
同様に、柏崎市では、平成１６年７月１日現在、特定非営利活動法人は４法人設立
されている。
ＮＰＯ法人の中には、平成１５年９月地方自治法改正による指定管理者制度が導入さ
れる前に、すでに、「公園」「児童福祉センター」施設などの管理運営業務などの一
部を業務受託している例がみられる。
東京都八王子の多摩ニュータウンにおける「ＮＰＯ・ＦＵＳＩＯＮ長池」の例や大阪府
池田市の水月児童文化センターを管理運営するＮＰＯ法人の例などが代表的なもの
である。
一方、ＮＰＯ法の制定、また指定管理者制度の導入を契機に、ＮＰＯ法人を指定管理
者として指定する自治体がいくつか出現している。中でも、東京都品川区の「ぷり
すくーる西五反田」を管理運営するＮＰＯ法人の例などが代表的なものといえる。紙
幅の関係もあるので、簡単に紹介する。
東京都品川区の例では、「幼稚園と保育園の一元化の潜在的なニーズ」を実現化す
るために、「教育・保育・子育て事業」を一体的に一貫し施策推進を図るものとして
捉え、施策化・事業化されたものである。同事業の詳細については、「幼保の枠を超
えた就学前教育をＮＰＯ委託の公設民営で実現」と題する東京都品川区保育課長金子
正博の論文『月刊地方自治職員研修』(平成１６年９月号、第３７巻Ｎｏ．9、３６-３８頁 ) を
参照されたい。
周知のとおり、これまでは、「縦割り行政」「補助金行政」の弊害の典型的な例と
してあげられているように、「幼保一元化施設および事業推進」は、現実的には不可
能であった。その理由の主たるものは、長時間保育の中で幼児教育を実現するには、
公立の場合であれ、民間の学校法人や社会福祉法人等の場合であれ、両者の施設で
は、基本的に、職員の勤務時間や本来の業務内容が異なる、「ないものねだりの状
態」を克服しなければならないことにほかならない。また、法律の規制なども相
俟って、一般的には極めて困難である。この困難な課題を公共と民間の連携により
克服したわけで、今後の「幼保一元化施設の整備とその管理運営」施策のあるべき
方向として高く評価される。
この施設の整備・運営方法は、「新設公設民営型就学前乳幼児教育施設」として位
置づけられ、保育所の施設整備は区が実施し、区内の私立幼稚園園長有志を中心に
設立された特定非営利活動法人「子育て品川」に運営は民間に委託する、「公設民営」
方式を採用し、管理運営委託している。また、この施設は、「ぷりすくーる西五反田」
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と称し、「子育て支援センター」も併設していると同時に、「シルバーセンター」と
の交流が図られるという、地域住民の交流支援センターの拠点機能の役割を果たす
「複合多機能公共施設」である。
このように、ＮＰＯ法人に対する期待が大きいことから、指定管理者制度の導入に
伴い、今後は、ＮＰＯの活動する分野が拡大すると考えられる。
 
６　ＰＦＩ事業者
「ＰＦＩ事業」においては、公共公益事業の民間資金やノウハウの活用を図り、事
業実施の効率化、財政支出経費を縮減するなどの観点より法律が制定され事業方式
が導入されたわけであるが、ＰＦＩ事業における事業収支の採算性を確保する場合の
大きな要素としては、「管理運営の巧拙の如何」、すなわち、「管理運営経費の縮減が
どの程度はかれるか」ということが、事業の成否、あるいは事業収益の多寡を握る
重要な要素として大きな鍵とされていることは周知のとおりである。
したがって、公の施設の管理運営を主業務としたＰＦＩ事業などが出現する可能性
もあると考えられる。
ＰＦＩ適用分野については、「廃棄物処理・リサイクル・発電施設」「観光施設」「物
流基盤施設」「商業基盤施設」「移動通信実験用サーキット施設」「有料道路」「公営
住宅」「公園」「街路 (市街地再開発 )」「美術館」「公共荷捌き施設」、また「庁舎」
「医療施設」「社会福祉施設」「駐車場」「地下街」など広範な分野で具体的な事業ス
キームの検討がされてきた。
 ちなみに、平成１６年７月現在、事業主体別にみると、①国の事業は１６事業、②自
治体の事業は１１９事業 (うち１事業は国と自治体の共同事業である )、③特殊法人そ
の他の法人の事業は２６事業に適用・採択されている。
これらの事業を分野別にみると、①「教育と文化」は５１事業、②「生活と福祉」
は１１事業、③「健康と環境」は３０事業、④「産業」は７事業、⑤「まちづくり」は
２０事業、⑥「あんしん」は３事業、⑦「庁舎と宿舎」は２０事業 (うち１事業は国と
自治体の共同事業である )、⑧「その他 ( 複合施設 )」は１８事業である。
ちなみに、千葉県市川市では、「効率的かつ効果的に社会資本を整備し、質の高い
公共サービスを提供するためＰＦＩ事業手法により事業の推進を検討」していると、
市川市のホームページには、次の３つの事業、①市川市立第七中学校校舎・公会堂
整備並びに保育所整備事業ＰＦＩ事業、②市川市ケアハウス整備等ＰＦＩ事業、③市川
市クリーンセンター余熱利用施設整備・運営ＰＦＩ事業が詳解されている。これらの
ＰＦＩ事業の導入においては、「市川市ＰＦＩ導入マニアル」を策定し、このマニアルに
したがって、円滑かつ適正なＰＦＩ事業の推進を図る、とされている。
 なお、厚生労働省で開催された「全国介護保険担当課長会議」(平成１５年９月８
日 )においては、「ＰＦＩ方式によるケアハウス事業の推進状況」についてと題する資
料が提出されたが、紙幅の関係で、詳細は省略する。
今後は、このように、社会福祉関連施設などの整備において、「ＰＦＩ方式によるケ
アハウス事業など」が推進される例が増えると考えられる。
７　町内会・自治会等
「自治会館」「町内会館」「地区公民館」などと呼ばれる、自治会や町内会などの
近隣の地域住民が主体として利用する集会所・集会施設などがある。これらの施設
は、基本的には、地域住民の共通の財産として、住民の提供・拠出した費用により
賄われることになっているが、一定の条件の下に一部経費などを、当該自治体で負
担している例も多々ある。 
これらの施設についても、広義の意味では、「公の施設」といってよいであろう。
当然のことながら、これらの施設は、町内会や自治会などの地域団体・組織が管理
運営を行ってきた例が極めて多いが、今後とも、これら地域の集会施設などについ
ては、変ることなく引き続き町内会や自治会などで管理運営していくことになる。
また、一部の児童館や福祉健康センターなどと呼ばれる施設については、近年、
これらの町内会や自治会などの地域団体・組織が管理運営を行う例もあるといわれ
る。
なお、報道によれば、石川県金沢市では、指定管理者制度の対象となる施設のう
ち約 4割が公募されているに過ぎず、すでに、地区公民館や福祉保健施設などの一
部については、地域の住民グループが自ら管理運営にあたっているという理由から
すべて指定管理者の対象からはずされたといわれる。
 「町内会や自治会」などの地域組織については、これまでも、地域の集会所など
の管理運営を行ってきたことはよく知られている。
これらの組織の中には、新潟県西蒲原郡岩室村の岩室観光開発㈱が管理運営する
「岩室健康増進センター遊雁の湯 よりなれ」、あるいは同県西蒲原郡巻町の㈱福井
開発が管理運営する「福寿温泉 じょんのび館」などの例にみられるように、日帰り
温泉施設の管理運営事業主体として、温泉施設などの管理運営を行う事業主体 (い
わゆる、第３セクター事業方式における地域住民の資本参加の一つの形態である )
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に、出資者として資本参加したり、あるいは管理運営に参加する例がみられる。
今後は、このような地域に密着した「自治会館」「町内会館」「地区公民館」など
の施設や、「小規模な日帰り温泉休養施設」のような施設については、管理運営委員
会など、町内会・自治会等が中心となった地域住民グループが、自ら管理運営にあ
たる例が増加すると考えられる。
８　任意団体
 地域で結成されている「運営協議会」やある目的などを共有する「趣味の会」な
どの「任意団体」においても、「町内会や自治体」などの地域組織と同様に、管理運
営を行っている事例がみられる。
ちなみに、愛知県丹羽郡大口町では、昭和５４年に開業した老人福祉センター「憩
いの四季」は、老朽化したため改装しリニューアルオープンしたが、これを契機に、
老人クラブや大口さくらメイト (旧婦人会 ) のメンバーで構成する、民間組織「大
口町老人福祉センター運営委員会」が管理運営することになった。この施設は、大
浴場や食堂、研修室、多目的空間 (大広間 ) などからなる。
このような老人福祉センターなどの公の施設の管理運営については、地方自治法
が改正され、指定管理者制度が導入されるまでは、自治体の直営方式か、または自
治体の２分の１以上出資した出資法人である第３セクターなどにのみに、これまで
認められてきたことは周知のとおりである。この大口町の事例は、指定管理者制度
を活用して、住民が自主的に行政サービスに参加できる仕組みづくりにチャレンジ
したもので、「民間組織に委託するのは、おそらく愛知県では初めてで、住民自治の
モデルケースになれば幸いである」と、全国的にも珍しいケースであるといえる。
他方、新潟県刈羽郡刈羽村油田 (あぶらでん ) 地区にある「油田鉱泉 幹の湯」は、
土曜日と日曜日のみに限定して開業されている小規模な日帰り温泉施設である。い
わゆる、自治体が整備した「公の施設としての日帰り温泉施設」ではない。また、
純粋な民間事業者が整備した民間施設でもない。地域住民が、温泉休養施設として
集会場を兼ねて整備した施設で、地域住民の浄財によって整備された施設である。
この施設の管理運営は、「幹の会」という地元有志による非営利で、自主運営されて
いる施設である。この温泉施設の利用者は、管理運営費用に相当する対価としての
利用料金は、「寸志箱に寸志として納入する」というルールとなっている。大浴室は、
１０人程度が入浴可能な広さであるが、男女の区別はないので、男子入浴中、女子入
浴中の札を下げて、入浴者の区別をするというユニークな管理運営方法を採っている。
今後は、このような地域に密着した温泉休養施設のような施設については、管理
運営委員会など地域の住民グループが自ら管理運営にあたる例が増えると考えられ
る。
９　公益信託
「公益信託」については、現段階では指定管理者となることはないと考えられる
が、足立まちづくり公社の例にみられるように、自治体出資の公社が公益信託事業
を遂行している例がある。このように、公益信託制度については、単独の事業主体
として自立的に活動するというよりは、むしろ、ある事業やサービスなどを遂行す
る際の事業手法・考え方として活用範囲が広いという意味で、重要な手法である。
足立まちづくり公社の例のように、公社が公益信託事業を遂行している例があるよ
うに、今後は、自治体の施策の中で、公益信託制度の活用を図る例もでてくると考
えられる。
１０　ジョイントベンチャー方式およびコンソーシアム方式
これまで、大規模な土木工事や建築事業などにおいては、一般に、単独の企業に
よる施工ではなく、「共同企業体」と呼ばれる、いわゆる「ジョイントベンチャ-(
ＪＶ:ｊｏｉｎｔｖｅｔｕｒｅ)方式」が多く採用されてきたことはよく知られている。
このような事業方式を採る目的は、それぞれの企業の長所や特長などを事業に生
かすことにある。基本的には、指定管理者制度は、単一の事業体が単独で指定を受
けることになるわけであるが、「セクター間の連携による『地域連携セクター』が指
定管理者となる」ケースなど、指定管理者の多様な形態が出現すると考えられる。
なお、地域連携セクターの研究については、筆者も調査研究プロジェクトに参加
した、財団法人神戸都市問題研究所に、総合研究開発機構 (NIRA) の研究助成を得て、
自主研究プロジェクトチーム「地域連携型セクター調査研究会」による「地域連携
型セクターの在り方」に関する研究調査報告書が参考となる。
この研究調査成果は、『地域連携型セクターによる地域社会活性化』としてとりま
とめられているので参照されたい (財団法人神戸都市問題研究所『地域連携型セク
ター (産・官・民 ) による地域活性化 ＮＩＲＡ研究報告書 Ｎｏ．２００４００３８』(Ｒｅｖｉｔａｖｌｉ
ｚａｔｉｏｎ ｏｆ Ｔｈｅ Ｌｏｃａｌ Ｃｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓ ｂｙ Ｔｈｅ Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ-Ｌｉａｓｉｏｎ-Ｂａｓｅｄ Ｓｅｃｔｏｒ、
神戸都市問題研究所、平成１６年３月 ))。
この指定管理者制度においても、すでに、このジョイントベンチャー (ＪＶ) 方式
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の事例がみられる。愛知県名古屋市では、平成１６年１０月より、「旧川上貞奴邸」の指
定管理者に選定された民間事業者は、地域をよく知る地元団体との協働により、こ
の施設の管理運営を推進するという例がすでに出現している。民間企業と地域団体
との「協働」の事例として注目されている。
また、コンソーシアム (Ｃｏｎｓｏｒｔｉｕｍ )と呼ばれる組織があるが、このコンソーシ
アムについても、ジョイントベンチャー (ｊｏｉｎｔ ｖｅｔｕｒｅ) と、ほぼ同様な目的で設立
されるもので、それぞれの企業の長所や特長などを事業に生かすことにある。
このコンソーシアムとは、ある目的のために形成された、複数の企業や団体の集
まりを指している。一般的には、「共同事業体」と訳されているが、「共同研究体」
「共同企業体」「企業連合」ともいわれることがある。電源装置や機械組み立てなど
を異業種の企業により設立され、開発が進められる例などにみられるように、一定
の目的を達成するために、
異業種の法人や団体などにより組織されているケースに多く用いられている。
その意味では、ジョイントベンチャー (ｊｏｉｎｔ ｖｅｔｕｒｅ) は比較的同業種の企業連携
の場合に用いられることが多いのに対し、コンソーシアム (Ｃｏｎｓｏｒｔｉｕｍ )は、異業
種の企業連携の例として用いられる場合が多いといえよう。
他方、全国中小企業団体中央会連携組織推進部部長代理小林信氏によれば、神奈
川県相模原市商工会議所の会員有志により、イベントや各種の催物開催に利用され
る文化ホールなどの大規模な施設について、各地元企業が得意な事業を有機的に連
携・提携して、指定管理者に指定されるべく検討をしていることが、報告されている。
Ⅶ　今後の課題と展望
「指定管理者制度」の導入は、従来からの自治体出資法人のほかに、「公の施設の管
理運営」を、民間企業やNPO法人、また各種団体などの民間事業者を指定管理者とし
て指定することが可能になったわけである。
今後は、「公の施設」の指定管理者制度を効果的に推進する組織・団体として、
「セクター間の連携による『地域連携セクター』が指定管理者となる、いわゆる
『ジョイントベンチャー (ＪＶ:ｊｏｉｎｔ ｖｅｎｔｕｒｅ) 方式』によるケースやコンソーシア
ム (Ｃｏｎｓｏｒｔｉｕｍ )方式」による組織や団体などの結成など、多様な「協働」が促進さ
れると考えられる (図７-１指定管理者の連携ネットワーク化に関する検討例 )。
このように、民間側では多様な対応が考えられているが、この制度の導入において
最も基本的なことは、単に、「施設の管理運営の効率化や管理運営コストの縮減・削減
化に寄与するための側面からの議論に終始する」ことではなく、「自治体の行財政運営
において、住民サービスの在り方やサービス水準とその対価の在り方の観点より議論
する」ことが重要である、という視点を再認識すべきであることが必要である。
 制度導入にあたっては、次のような観点から、検討する必要がある。本稿では、紙
幅の関係から詳細については、他稿に譲り、項目を列挙するにとどめる。
　制度導入の取組みと基本方針の策定づくりに関する検討
　施設規模や機能の類型など制度導入に伴う選定基準に関する検討 (図５-２施設の
類型化に関する検討例 )
　条例制定に関する検討
　公募をする際の公募要綱の策定に関する検討
　指定管理者の選定の基準・方法に関する検討
　協定書の締結に関する検討
　利用料金制の導入と利用料金の算定に関する検討 (図５-３- ①～②利用料金制に
関する検討例 )
　指定管理費の算定および財政支援措置の在り方に関する検討 (図５-４指定管理者
の財政支援措置の在り方に関する検討例 )
　公の施設の利用活用方法に関する検討
　直営方式による施設の管理運営方法の改善に関する検討 (図５-５自治体出資法人
の経営の在り方に関する検討例 )
　 自治体出資法人による施設の管理運営方法の改善に関する検討 (図５-６自治体
出資法人の支援措置の在り方に関する検討例 )
－７６－
「指定管理者制度」の課題と展望
図７－１　指定管理者の連携ネットワーク化に関する検討例
－７７－
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図７－３－②　利用料金制に関する検討例図７－３－①　利用料金制に関する検討例
図７－２　施設の類型化に関する検討例
図７－４　指定管理者の財政支援措置の在り方に関する検討例
－７８－
「指定管理者制度」の課題と展望
図７－５　自治体出資法人の経営の在り方に関する検討例
図７－６　自治体出資法人の支援措置の在り方に関する検討例
